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１．研究背景
 近年，気候が極端化しており，豪雨による災害が全国
各地で頻発している．
3 日間雨量
砂災害は豪雨により誘発されるが，雨以外の発生要因と
して，災害ポテンシャルの高い場所に居住域が拡がって
いることが挙げられる．そのため行政は，土砂災害防止
法を策定し，土砂災害警戒区域の指定を進めている．こ
れは地形図から斜面角度を計算し，机上で抽出したもの
であり，その策定方法は全国的に統一されている．
 しかし，市街地の発達状況や雨の降り方には地域性が
あり，特に都市圏では平地の地価が高いために，安価な
斜面の開発が進行しやすい傾向がある．そのため
圏に絞った詳細な検討が必要である．本研究では神奈川
県横浜市および川崎市を対象として，土砂災害の発生状
況，過去 40
雨の関係を解析し，今後の見通しについて考察した．
２．研究方法
 研究対象地は神奈川件の横浜市と川崎市である
関東北部とは異なって市域の大半が丘陵地帯であり，臨
海部まで斜面が迫っている．使用データは①国土地理院
10 m 数値標高モデル（
100 m 細分メッシュデータ（
1997 年，2
年～2004 年），④気象庁アメダス雨量記録である．
 まず，地理情報システム解析ソフト
DEM を取り込んで
シュ地形を作成した．これから，各メッシュの傾斜角を
求め角度分布図と重ね合わせて，年代別に土地利用と傾
斜角の対応関係を整理した
プはラスタ画像であるため，
760 の災害箇所を手作業でプロットしてゆき
災害箇所の傾斜角および土地利用情報を抽出し，これを
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３．分析結果
 最初に，傾斜角と実際の地形の対応関係を検証し
12.5 m メッシュでは住宅街や隣接する崖地の傾斜角を
反映できていたが，
よりも低い値となり，概ね半分の値になることがわか
った．そのため，
るには 12.5 m
 次に，研究対象地の標高，傾斜
変化，土砂災害の発生件数の各分布図を整理し
高は海岸・河川沿いが
であった．傾斜角は
３－１．傾斜角と土地利用の関係
 1974 年から
ず建物用地の割合が増加し，森林の割合が減
た（図３）
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３－２．傾斜角と土砂災害件数，土地利用，降雨
 土砂災害発生件数は傾斜角
ており，特に
傾斜角 5～
であった．平坦地でも比較的多くの災害が発生してい
るのは，図
えられる．
一般に言われている時間
過去 40 年間に
れなかった．しかし，時間
すと，1976
年は 10.3 回／年と増加しており，
強雨回数が増加していることが分かった（
４．考察 
 傾斜角と土地利用の関係について，傾斜角の大きな
地域での建物用地の割合が増加していた．これより，
経年的に斜面の開発が進んでいることが明確に示され
た．また，
するようなゲリラ豪雨は横浜・川崎ではあまり発生し
ていないが，しかし斜面開発によって土砂災害は多く
発生しており，斜面開発も進行していることから，今
後，地球温暖化等の影響によりゲリラ豪雨が首都園南
部でも発生するようにな
増すと考えられる．
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第一章 序論 
 
１－１ 研究背景 
 
 我が国は国土の約 70 %が山地であり，地質が脆弱で地形が急峻であるところが多いため，
毎年のように土砂災害が発生し，多くの人命や財産を失っている．加えて，近年気候が極
端化しており，「ゲリラ豪雨」と呼ばれるような局所的集中豪雨が急増している．場所によ
っては 1 時間雨量 120 mm，3 日間雨量 1 000 mmを超えるような極端な降雨も発生している．  
 表１－１に，1 時間雨量が人々の生活に与える影響をまとめた．一般的に，土砂災害警戒
区域では，1 時間雨量が 30 mm を超えると災害発生の警戒が始まり，50 mm を超えると，
災害発生の危険率が急増すると言われている．つまり，豪雨による土砂災害は，1 時間雨量
が 50 mm 以上の降雨回数と密接な関係があると考えられる． 
 気象庁では，1976（S51）年から 2014（H26）年までの，全国約 1 300 箇所の観測地点に
おける 1 時間雨量 50 mm 以上，及び 80 mm 以上の豪雨発生回数をまとめている（図１－１，
図１－２）．それを基に 10 年平均値を求め，棒グラフに加筆した．これより，全国的に見
ると，1 時間雨量 50 mm 以上の降雨は 1 年に 200 回近く発生しており，その回数は年々増
加傾向にある事が分かる．また，1 時間雨量 80 mm 以上の年間豪雨回数についても同様に
増加傾向であることが分かる． 
 国土交通省では，1978（S53）年から 2013（H25）年までの全国における土砂災害発生件
数の統計を取っており（図１－３），図１－１，図１－２と同様に 10 年平均値を算出し，
図１－３に加筆した． 
 土砂災害は毎年 1 000 回近く発生しており，豪雨回数と比例して土砂災害発生回数も増加
していることが分かる． 
 表１－２は，全国を対象に，2004 年から 2014 年までの過去 10 年間に発生した豪雨災害
のうち，甚大な被害をもたらした主な豪雨災害について，その発生要因，被害状況，降水
量等を独自に調査し，まとめたものである．降水量については選択する観測所の違いによ
り数値は異なるため，目安扱いにはなるが，すべての災害において，その最大時間雨量は
50 mm を超えており，例えば，死者 30 名以上を出した 2013 年東京都大島町（伊豆大島）
における土砂災害では 1 時間雨量 122.5 mm を記録している． 
 以上のことから，1 時間雨量が 50 mm を超えるような非常に激しい降雨イベントがある
と，土砂災害が発生しやすいことが推察できる． 
 また，上述の通り土砂災害は主に豪雨により誘発されると考えられるが，雨以外の発生
要因として，災害ポテンシャルの高い場所に居住域が拡がっていることも挙げられる．2014
（H26）年，広島県の住宅街の裏山で豪雨により大規模な土砂崩れが発生し，家屋の損壊が
126 戸，死者が 72 名という大災害が発生したことは記憶に新しい（図１－３）．また，2011
（H23）年には，台風 12 号豪雨により，和歌山県を中心に，紀伊半島において大規模な土
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砂災害が発生した．被害状況は，家屋損壊 367 棟，死者 56 名で，降雨状況は 1 時間雨量 132 
mm，総雨量 1 800 mm であった．紀伊半島は，険しい山が多く平野部が少ない地域であり，
山地を切り開いて住宅地として開発された都市が多い． 
 このように，平地での宅地需要の逼迫から，人々が急斜面や山際に割安の戸建て住宅を
買い求めた結果，斜面の宅地開発が進んでいることも，災害発生を助長していると考えら
れる．そのため行政は，土砂災害防止法を策定し，土砂災害警戒区域の指定を進めている．
これは地形図から斜面角度を計算し，机上で抽出したものであり，その策定方法は全国的
に統一されている． 
 しかし，市街地の発達状況や雨の降り方には地域性があり，特に都市圏では平地の地価
が高いために，安価な斜面の開発が進行しやすい傾向がある．その背景には，都市部にお
いて人口・世帯の増加が続いており，新たな宅地を求めて斜面地を開発していると考えら
れる．そのため，都市圏に絞った詳細な検討が必要である．そこで本研究では，神奈川県
横浜市および川崎市を対象として，土砂災害の発生状況，斜面における傾斜角と土砂災害
発生の関係性，過去 30 年間の土地利用の変遷，同期間における降雨状況の変遷を解析し，
今後の見通しについて考察した． 
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表１－１ １時間雨量別の人々の生活への影響の目安 
 
（気象庁 HP より引用・作成） 
  
1時間雨量 (mm) 10以上～20未満 20以上～30未満 30以上～50未満 50以上～80未満 80以上～
予報用語 やや強い雨 強い雨 激しい雨 非常に激しい雨 猛烈な雨
人の受けるイメージ ザーザーと降る どしゃ降り バケツをひっくり返したように降る
滝のように降る
（ゴーゴーと降り続
く）
息苦しくなるよう
な
圧迫感がある
恐怖を感ずる
人への影響
地面からの跳ね
返りで足元がぬれ
る
屋内
(木造住宅を想定)
雨の音で話し声が
良く聞き取れない
屋外の様子 道路が川のようになる
車に乗っていて
ワイパーを速くして
も
見づらい
高速走行時、車輪と
路面の間に水膜が生
じ，ブレーキが効か
なくなる
（ハイドロプレーニ
ング現象）
災害発生状況
この程度の雨でも
長く続く時は注意
が必要
側溝や下水、小さな
川があふれ、
小規模の崖崩れが始
まる
・山崩れ･崖崩れが
　起きやすくなり
　危険地帯では
　避難の準備が必要
・都市では下水管か
　ら雨水があふれる
・都市部では
　地下室や地下街に
　雨水が流れ込む
　場合がある
・マンホールから
　水が噴出する
・土石流が
　起こりやすい
・多くの災害が
　発生する
雨による大規模な
災害の発生する恐
れが強く、厳重な
警戒が必要
車の運転は危険
傘をさしていてもぬれる 傘は全く役に立たなくなる
寝ている人の半数くらいが
雨に気がつく
地面一面に水たまりができる
水しぶきであたり一面が
白っぽくなり、
視界が悪くなる
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図１－１ 時間雨量 50 mm 以上の豪雨回数（気象庁 HPより引用・加筆） 
 
図１－２ 時間雨量 80 mm 以上の降雨回数（気象庁 HPより引用・加筆） 
 
図１－３ 土砂災害発生件数（国土交通省 HP より引用・加筆） 
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表１－２ 過去 10年間における主な土砂災害 
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潟
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潟
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図１－４ （朝日新聞社，2014 年 8 月 20 日，デジタル朝日新聞号外） 
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１－２ 既往の研究や法整備 
 
 1 節で述べた様に，日本国内では毎年数多くの土砂災害が発生している．その被害や発生
メカニズムについては多くの災害報告や論文が発表されている． 
 例えば，斜面地などの地形特性と災害発生の関係について，河邑ら（2004）は，森林に
おける土砂崩壊の特性分析を行い，斜面崩壊の発生頻度は，傾斜角 40 度付近の斜面地が最
も高いことを述べている．宮武ら（2005）は，地下水流動を再現する数値モデルを構築し，
斜面崩壊に及ぼす流動特性を解明し，斜面の形状と崩壊の特性を地下水流動の面からアプ
ローチしている．田村ら（1978）は宮城県沖地震による災害から谷埋め盛り土の斜面災害
に対する危険性を指摘している． 
 1995 年に発生した阪神淡路大震災では，盛り土の幅／厚さ比が 1:10～25 と浅い凹地の谷
埋め盛り土において全体が地すべり的に流動しやすいこと，一般に盛り土の品質は劣悪で
その盛り土の底面（盛り土以前の地表面）も軟弱な地層で，盛り土のすべり面となってい
ることが多い事が明らかにされた（釜井ら，2002）． 
 また豪雨と災害の関係や予測についても数多くの研究報告が発表されており，例えば鈴
木ら（1982）は，過去の災害発生例から崖崩れと降雨の関係を整理し，降雨量の観測値か
ら崖崩れの予測がどの程度可能であるかを検討している．永谷ら（2012）は，土砂の分布
型流出モデルを利用して，豪雨による斜面崩壊予測システムを開発した． 
 近年増加している市街地での豪雨災害に関する研究も数多く，例えば奥西（2013）は京
都府宇治市内の 2 つの地区において，約 50 年間にわたる宅地開発の経過と豪雨災害につい
て分析している．宇治市内木幡・宇治地区では 1965 年の豪雨では顕著な水害を受けている
が，2012 年の豪雨では被害が比較的軽微であった一方で，同市内莵道地区では 1965 年の豪
雨では被害が軽微で 2012 年豪雨では甚大な被害を受けている．これらの地区における宅地
開発の経過を分析し，木幡・五ヶ庄地区の宅地開発に対する行政の対応とその変化が宅地
の安全に及ぼした影響を解明している． 
 このように，自然斜面や市街地で発生する災害は，地質条件，地形条件，地盤条件，植
生条件，降雨条件などの多くの条件が関係する．このため，災害に関する研究は，地質学，
地形学，地盤工学，治山工学，砂防工学，地球物理学など数多くの分野で研究が進められ
ている（沖村，2012）． 
 法整備の面では，谷埋め盛り土造成地の防災対策として，2006（H18）年にようやく「宅
地造成等規制法」が改正され，川崎市や東京都，埼玉県，鳥取県など限られた自治体で盛
り土造成地での基礎的な調査が始まったばかりである（下河ら，2009）．また，宅地背後斜
面の崩壊に伴う土砂災害は，1969（S44）年に「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する
法律」が施行され，同法に基づく対策が行われてきたが，そのほとんどが災害の“事後対
策”であった．そして，実際には都市化の進展に防災対策が追いつかず，宅地背後斜面の
崩壊や土石流に伴う災害が繰り返されてきた．このため，2001（H13）年には土砂災害に対
するソフト対策を念頭においた「土砂災害防止法」が施行され，土砂災害による危険地区
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を事前に住民に開示する予防措置が取られるようになった．しかし，膨張した都市域にお
ける土砂災害危険箇所は膨大な数にのぼり，近年の局所的豪雨や地震の活発化も相まって，
宅地背後斜面の崩壊や土石流に伴う災害が多発している． 
 これらのことから，都市域における斜面災害の潜在的な危険性は依然高い状態にあると
言える．2014（H26）年 8 月に広島県で発生した豪雨災害では，住民や建造物に甚大な被害
を与え，これをきっかけに全国的に土砂災害の防止・減災への関心が高まっている． 
 行政では，土砂災害防止法の策定により，土砂災害警戒区域の指定を進めている．土砂
災害警戒区域は地形図から斜面角度を計算し，机上で抽出するものであり，その指定方法
は図１－５に示す様に，全国的に指定方法が統一されている． 
 しかし，市街地の発達状況や斜面開発の傾向には地域性があり，また雨の降り方にも地
域性がある．そのため，都市圏に絞った詳細な検討がより一層必要である． 
 
 
 
 
 
図１－５ 土砂災害警戒区域の指定範囲（座間市 HP より引用） 
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１－３ 論文構成 
 
 前述の背景から，本研究では斜面住宅の多い都市圏である神奈川県横浜市および川崎市
を研究対象地として，過去 40 年間における土地利用の経年変化と土砂災害の発生状況，斜
面傾斜角との対応について GIS を用いて解析を行い，関係性を整理した．また得られた結
果の傾向と，近年増加傾向である豪雨について降雨状況を整理することで数値的に考察し，
市街地における地形と土地利用，豪雨災害について今後の見通しを述べた． 
 第一章は序論であり，研究の背景と目的について述べている． 
 第二章は研究方法として，研究対象地の概要と解析ソフトの使用・解析方法，各種デー
タについて述べている．本研究で解析に使用したArcGIS の使用方法について詳細に説明し，
解析方法を示した．また，解析に使用した各種データの概要と運用方法を示した． 
 第三章は分析結果であり，GIS を用いた分析で得られた結果を，視覚的・数値的に示した． 
 第四章は考察であり，得られた結果の精度検証と，豪雨災害としての関連性について考
察を述べた．また傾斜角抽出方法の再検討とその結果について考察を述べた． 
 第五章では本研究のまとめを示した． 
 
10 
 
第二章 研究方法 
 
２－１ 研究対象地の概要 
 
 研究対象地は神奈川県横浜市と川崎市を選んだ．（図２－１(a)） 
 神奈川県は関東平野の南端に位置し，東部は多摩丘陵を中心とする丘陵地形がひろがり，
臨海地区は商業施設や空港，石油コンビナートや港湾となっており，東京湾に面している．
中央部は相模平野が広がり，階段状の平坦地となっている．西部は丹沢・箱根火山となり，
南部は太平洋に面している．南東には起伏な地形を持つ三浦半島が伸びている． 
 横浜市，川崎市はそれぞれ神奈川県の東端，北東に位置し（図２－１(b)），北側は東京
都と接し，東側は東京湾に面している．横浜市は，日本の政令指定都市の中で人口最大の
都市であり，その数 371 万人にのぼる．川崎市は同 7 位で 147 万人を有する．また人口密
度は川崎市が 2 位で 10 308 人/km2，横浜市は 3 位で 8 500 人/km2 と，非常に高い．地理的特
徴として，横浜市東側の沿岸部は埋め立て開発が施され全国有数の港湾都市として発達し，
首都高湾岸線を始めとする高速道路や国道 1 号線などが整備され，横浜駅や桜木町駅周辺
は商業区域として非常に栄えている．一方で中央部は，丘陵地が南北に縦断し，保土ケ谷
区に代表されるように，増加する人口と土地需要に対応するために急傾斜地を開発して作
られた斜面宅地が拡がっている．また横浜市の北側に位置する川崎市は，横浜市同様に湾
岸部は大規模な石油化学コンビナートが形成され，内陸部は都心へのアクセスのよさから
ベッドタウンとしての需要が高まり，近年急速に開発が進んでいる．市全体では起伏の少
ない地理環境であるが，市北西部の丘陵地である多摩区に斜面宅地が拡がっており，土砂
災害が頻発している． 
 神奈川県では毎年 50 件以上の土砂災害が起きており，その発生箇所は主に県東部の横浜
市，川崎市，横須賀市に集中している．また神奈川県は，国土交通省砂防部の 2006 年から
2014 年までの各年における都道府県別の土砂災害発生件数の統計において，2010 年を除く
8 年にわたって発生件数の多い都道府県の上位 5 県に入っている（表２－１(a)，(b)）． 
 表２－１(a)，(b)は，都道府県別土砂災害発生件数を，3 種の合計件数が多い都道府県順
に並べ変えたものである．神奈川県の項目を赤で示している． 
 このように，両市は非常に人口が多く，人口密度も高い政令指定都市でありながら，平
地が宅地の需要を満たせず，そのために丘陵を開発した斜面宅地が多い都市であり，土砂
災害発生件数も他の政令指定都市と比べて非常に多く，また各種データが揃っており，無
料で扱えるものが多かったことから，本研究の研究対象地とした． 
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図２－１(a) 研究対象地 
 
 
 
 
 
図２－１(b) 横浜市・川崎市 
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表２－１(a) 土砂災害発生件数（2006 年～2011 年） 
 
土石流 地すべり 崖崩れ 合計 土石流 地すべり 崖崩れ 合計 土石流 地すべり 崖崩れ 合計
熊本県 8 6 152 166 新潟県 1 63 67 131 神奈川県 2 0 102 104
鹿児島県 23 4 112 139 神奈川県 1 0 69 70 富山県 33 21 18 72
長野県 58 51 24 133 静岡県 6 8 51 65 鹿児島県 1 3 47 51
島根県 9 12 93 114 鹿児島県 6 1 56 63 熊本県 0 5 39 44
神奈川県 0 0 95 95 石川県 9 19 27 55 新潟県 7 33 3 43
新潟県 1 71 6 78 島根県 14 4 33 51 岐阜県 21 0 14 35
長崎県 1 0 63 64 宮崎県 3 0 40 43 三重県 17 0 14 31
石川県 1 6 36 43 福島県 0 1 38 39 宮城県 17 2 10 29
宮崎県 3 0 40 43 大分県 3 1 30 34 岩手県 14 2 11 27
山口県 1 1 37 39 熊本県 8 1 24 33 石川県 13 1 7 21
佐賀県 2 2 34 38 長野県 5 12 9 26 徳島県 0 2 18 20
愛媛県 2 1 34 37 三重県 2 2 21 25 福島県 5 1 12 18
広島県 9 0 25 34 鳥取県 19 0 5 24 静岡県 2 0 15 17
福井県 2 4 25 31 東京都 5 0 18 23 宮崎県 0 0 17 17
大分県 2 1 27 30 群馬県 6 5 11 22 長野県 4 7 4 15
福島県 0 5 21 26 山梨県 11 3 6 20 愛知県 2 0 13 15
鳥取県 15 1 10 26 愛媛県 1 0 18 19 長崎県 0 0 14 14
静岡県 1 1 21 23 高知県 0 2 16 18 和歌山県 1 1 10 12
岐阜県 10 2 9 21 沖縄県 1 8 9 18 大分県 0 0 11 11
兵庫県 3 1 17 21 宮城県 0 3 11 14 山口県 0 1 8 9
京都府 0 1 19 20 和歌山県 3 1 10 14 北海道 3 0 4 7
福岡県 0 0 20 20 北海道 5 1 6 12 東京都 1 0 6 7
山形県 4 10 5 19 埼玉県 4 3 5 12 福井県 1 0 6 7
千葉県 0 1 17 18 大阪府 2 2 8 12 佐賀県 0 0 7 7
富山県 0 6 12 18 佐賀県 0 1 11 12 栃木県 3 0 3 6
北海道 6 3 6 15 秋田県 3 0 8 11 京都府 0 0 6 6
和歌山県 0 3 12 15 山形県 3 3 5 11 高知県 0 0 6 6
高知県 3 0 9 12 奈良県 0 2 9 11 島根県 0 2 3 5
群馬県 1 1 9 11 岩手県 1 0 8 9 青森県 0 2 2 4
宮城県 0 1 8 9 富山県 0 5 3 8 群馬県 1 0 3 4
三重県 0 0 9 9 徳島県 1 1 6 8 鳥取県 2 2 0 4
沖縄県 0 5 3 8 長崎県 0 0 8 8 山形県 1 2 0 3
大阪府 0 1 6 7 岐阜県 3 2 2 7 千葉県 0 0 3 3
徳島県 0 3 4 7 青森県 1 1 4 6 大阪府 3 0 0 3
茨城県 0 2 4 6 愛知県 0 1 5 6 愛媛県 0 0 3 3
滋賀県 0 2 4 6 山口県 0 0 4 4 茨城県 0 0 2 2
岡山県 2 0 4 6 栃木県 1 0 2 3 山梨県 0 1 1 2
青森県 0 2 3 5 千葉県 0 3 0 3 滋賀県 0 0 2 2
岩手県 1 2 2 5 福井県 1 0 2 3 岡山県 0 0 2 2
栃木県 0 0 5 5 岡山県 0 0 3 3 広島県 0 0 2 2
東京都 0 0 5 5 福岡県 0 2 1 3 福岡県 0 0 2 2
奈良県 0 2 3 5 京都府 0 0 2 2 秋田県 0 0 1 1
愛知県 0 0 4 4 広島県 0 0 2 2 埼玉県 0 1 0 1
秋田県 0 1 2 3 茨城県 0 1 0 1 沖縄県 0 0 1 1
埼玉県 0 0 1 1 滋賀県 0 0 1 1 兵庫県 0 0 0 0
山梨県 1 0 0 1 兵庫県 0 0 1 1 奈良県 0 0 0 0
香川県 0 0 0 0 香川県 0 0 0 0 香川県 0 0 0 0
合計 169 215 1,057 1,441 合計 129 162 675 966 合計 154 89 452 695
土石流 地すべり 崖崩れ 合計 土石流 地すべり 崖崩れ 合計 土石流 地すべり 崖崩れ 合計
山口県 65 2 130 197 鹿児島県 76 6 111 193 新潟県 110 113 84 307
島根県 5 9 172 186 新潟県 6 58 24 88 鹿児島県 57 3 46 106
神奈川県 0 1 87 88 広島県 42 1 41 84 福島県 56 7 41 104
兵庫県 13 0 41 54 山口県 5 6 70 81 静岡県 14 10 69 93
静岡県 5 3 39 47 島根県 2 4 71 77 島根県 3 2 62 67
長野県 18 21 6 45 長野県 30 11 24 65 神奈川県 4 0 54 58
新潟県 3 25 8 36 神奈川県 1 0 57 58 三重県 14 2 36 52
長崎県 0 1 35 36 静岡県 21 1 36 58 宮崎県 4 0 44 48
徳島県 3 9 15 27 徳島県 8 4 20 32 和歌山県 28 6 10 44
和歌山県 8 0 18 26 岐阜県 5 2 18 25 徳島県 6 8 28 42
三重県 2 0 21 23 宮崎県 6 0 19 25 山形県 5 17 16 38
広島県 0 0 23 23 千葉県 0 0 24 24 奈良県 22 12 3 37
大分県 0 0 23 23 愛媛県 0 0 24 24 山梨県 15 2 15 32
福岡県 4 5 10 19 秋田県 4 3 15 22 大分県 1 0 29 30
岐阜県 2 0 15 17 北海道 2 2 14 18 茨城県 2 1 25 28
愛媛県 0 0 17 17 岩手県 7 0 11 18 愛媛県 6 3 18 27
福島県 0 0 16 16 福島県 0 4 13 17 長野県 10 8 7 25
熊本県 0 1 12 13 長崎県 0 0 17 17 岐阜県 12 2 11 25
秋田県 2 1 9 12 福岡県 1 0 14 15 千葉県 1 1 21 23
富山県 3 4 4 11 大分県 0 2 12 14 高知県 7 0 16 23
沖縄県 0 4 7 11 山形県 1 5 6 12 長崎県 1 2 19 22
石川県 0 7 3 10 福井県 1 2 9 12 鳥取県 10 3 8 21
愛知県 0 0 10 10 兵庫県 2 0 9 11 栃木県 5 7 8 20
岡山県 2 0 8 10 沖縄県 0 5 6 11 宮城県 4 2 13 19
佐賀県 2 1 7 10 青森県 0 0 10 10 香川県 2 0 14 16
宮城県 4 2 3 9 茨城県 0 2 8 10 岡山県 8 0 5 13
京都府 0 0 9 9 佐賀県 1 2 7 10 石川県 1 2 8 11
鹿児島県 0 1 7 8 石川県 1 1 7 9 福井県 1 2 6 9
茨城県 0 0 7 7 大阪府 0 0 9 9 岩手県 1 0 7 8
福井県 0 1 6 7 熊本県 0 1 8 9 富山県 0 4 2 6
奈良県 0 4 3 7 三重県 0 0 8 8 滋賀県 2 0 4 6
北海道 1 0 5 6 高知県 0 0 8 8 広島県 0 0 6 6
青森県 0 0 6 6 愛知県 0 0 7 7 山口県 1 1 4 6
山形県 1 3 2 6 滋賀県 1 0 6 7 群馬県 2 0 3 5
千葉県 0 0 5 5 岡山県 2 0 5 7 埼玉県 0 0 5 5
大阪府 1 0 3 4 奈良県 0 2 4 6 秋田県 0 0 4 4
香川県 0 0 3 3 富山県 2 2 1 5 大阪府 0 0 4 4
高知県 0 0 3 3 京都府 1 0 3 4 兵庫県 1 1 2 4
岩手県 0 0 2 2 和歌山県 2 0 2 4 福岡県 0 0 4 4
栃木県 1 0 1 2 東京都 0 0 3 3 熊本県 0 0 4 4
群馬県 1 0 1 2 鳥取県 2 0 1 3 沖縄県 0 0 4 4
山梨県 2 0 0 2 香川県 0 0 3 3 北海道 0 0 3 3
東京都 0 0 1 1 宮城県 1 0 1 2 青森県 1 0 2 3
鳥取県 1 0 0 1 栃木県 0 0 1 1 東京都 1 0 2 3
宮崎県 0 1 0 1 埼玉県 0 1 0 1 愛知県 1 1 1 3
埼玉県 0 0 0 0 山梨県 1 0 0 1 京都府 0 0 3 3
滋賀県 0 0 0 0 群馬県 0 0 0 0 佐賀県 0 0 1 1
合計 149 106 803 1,058 合計 234 127 767 1,128 合計 419 222 781 1,422
2009年 2010年 2011年
2006年 2007年 2008年
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表２－１(b) 土砂災害発生件数（2012 年～2014 年） 
 
  
土石流 地すべり 崖崩れ 合計 土石流 地すべり 崖崩れ 合計 土石流 地すべり 崖崩れ 合計
熊本県 90 0 25 115 島根県 44 1 74 119 広島県 110 0 72 182
鹿児島県 60 1 45 106 山口県 37 0 72 109 高知県 4 21 97 122
福岡県 40 18 42 100 千葉県 1 5 55 61 神奈川県 0 0 95 95
神奈川県 1 0 65 66 神奈川県 0 0 55 55 山口県 7 0 84 91
高知県 0 0 51 51 新潟県 9 34 9 52 兵庫県 81 1 6 88
大分県 9 0 32 41 鹿児島県 35 0 15 50 静岡県 11 1 61 73
新潟県 4 28 3 35 山形県 12 15 19 46 鹿児島県 42 0 28 70
宮崎県 1 1 30 32 岩手県 22 0 8 30 北海道 9 0 47 56
静岡県 2 0 29 31 富山県 5 11 12 28 長野県 16 20 9 45
愛媛県 0 0 25 25 静岡県 9 2 15 26 富山県 8 3 19 30
山口県 1 0 21 22 石川県 1 2 22 25 山形県 13 6 8 27
島根県 4 1 13 18 東京都 14 0 8 22 和歌山県 2 3 22 27
長野県 5 7 3 15 滋賀県 10 1 10 21 千葉県 0 4 20 24
岐阜県 9 0 6 15 高知県 0 0 21 21 大分県 1 0 23 24
三重県 4 0 10 14 福井県 8 1 10 19 新潟県 4 12 7 23
北海道 5 2 6 13 福島県 9 0 9 18 愛媛県 5 0 16 21
岡山県 1 0 11 12 岡山県 3 2 13 18 岐阜県 7 0 13 20
広島県 0 0 11 11 長野県 6 9 2 17 宮崎県 1 0 19 20
山形県 0 9 1 10 三重県 1 0 15 16 石川県 1 0 18 19
福井県 3 2 5 10 愛媛県 2 0 14 16 徳島県 3 3 12 18
佐賀県 0 0 10 10 広島県 0 2 13 15 京都府 6 1 7 14
千葉県 0 1 8 9 青森県 2 0 12 14 長崎県 0 0 14 14
富山県 1 1 7 9 北海道 0 2 11 13 沖縄県 0 0 14 14
滋賀県 5 0 4 9 宮崎県 0 0 13 13 福島県 0 0 10 10
徳島県 1 0 8 9 茨城県 0 0 12 12 島根県 1 0 8 9
長崎県 1 0 8 9 秋田県 5 1 5 11 三重県 0 0 8 8
京都府 3 0 4 7 岐阜県 6 0 5 11 大阪府 1 0 5 6
秋田県 0 1 4 5 和歌山県 3 0 7 10 熊本県 0 0 6 6
福島県 1 1 2 4 京都府 3 0 6 9 宮城県 1 0 2 3
奈良県 0 0 3 3 大阪府 2 0 6 8 栃木県 0 0 3 3
鳥取県 2 0 1 3 鳥取県 5 0 1 6 香川県 1 0 2 3
青森県 0 0 2 2 香川県 2 0 4 6 岩手県 1 0 1 2
茨城県 1 0 1 2 奈良県 4 0 1 5 群馬県 1 1 0 2
栃木県 0 0 2 2 長崎県 0 0 5 5 福井県 0 0 1 2
山梨県 1 0 1 2 栃木県 0 0 4 4 岡山県 0 0 2 2
石川県 0 0 2 2 徳島県 0 0 4 4 青森県 0 0 1 1
和歌山県 0 1 1 2 大分県 0 0 4 4 秋田県 0 0 1 1
沖縄県 0 2 0 2 山梨県 0 0 3 3 茨城県 0 0 1 1
群馬県 0 0 1 1 兵庫県 1 0 2 3 埼玉県 0 0 1 1
東京都 1 0 0 1 佐賀県 0 0 3 3 東京都 0 0 1 1
兵庫県 0 0 1 1 熊本県 0 0 3 3 山梨県 1 0 0 1
香川県 0 0 1 1 宮城県 0 0 2 2 愛知県 0 0 1 1
岩手県 0 0 0 0 群馬県 1 1 0 2 奈良県 0 0 1 1
宮城県 0 0 0 0 愛知県 0 0 2 2 鳥取県 0 0 1 1
埼玉県 0 0 0 0 沖縄県 0 0 2 2 福岡県 0 0 1 1
愛知県 0 0 0 0 埼玉県 0 0 1 1 佐賀県 0 0 1 1
大阪府 0 0 0 0 福岡県 0 0 1 1 滋賀県 0 0 0 0
合計 256 76 505 837 合計 262 89 590 941 合計 338 76 769 1184
2014年2012年 2013年
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２－２ GIS を用いた解析手法 
 
２－２－１ GIS について 
 
 本研究では，収集した各種データを空間的に解析するために，GIS（Geographic Information 
System：地理情報システム）を使用した．GIS ソフトに，ArcGIS(Esri 社，ArcGIS 10.2.2 for 
Desktop)を使用した． 
 ArcGISとはEsri社が提供しているGISソフトの総称であり，実際に解析で使用したのは，
地図解析が可能である ArcMap であり，他にエクスプローラである ArcCatalog や描画専用ソ
フトである ArcView などが用意されている．ArcGIS は，使解析ツールや描画機能、データ
変換ツールなどが非常に充実しており，また日本語にも対応しているため，本研究ではこ
れを用いて解析を行った． 
 なお，GISソフトには様々なものがあり，無料で使えるフリーGISも数多く存在している．
例えば QGIS はオープンソース・ソフトフェア GIS として有名であり，世界中で広く使われ
ている．また，ドイツで開発された SAGA-GIS（System for Automated Geoscientific Analyses）
も，学術的解析ツールが豊富であり，研究者の間で愛用されている．これらオープンソー
スで公開されている GIS ソフトは基本的に言語が英語である． 
 GIS を用いた解析では，様々な種類の地理情報を，座標データを参照して空間的に重ね合
わせての解析が可能になる．図２－２に GIS を用いた解析のイメージ例を示す．このよう
に幾つかのデータを重ね，それぞれの特性関係を視覚的に解析，あるいは属性データを抽
出して数値的に解析が可能である． 
 
 
 
 
図２－２ GIS を用いた解析のイメージ 
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２－２－２ GIS ソフトを使用する上で注意すること 
 
 ArcMap を使用する上で，重要な点が 2 つある． 
 1 つ目に，GIS で作成されるデータは，主データの他に地理座標情報や属性情報を格納し
たファイルなどがセットになっている．そのため，それらのうち 1 つでも欠けてしまうと，
データとして意味を成さなくなってしまう．そのため，Windows のエクスプローラを用い
てデータのコピーや削除を行う際は，同一名称の複数ファイルの取り扱いに細心の注意を
払い，全ファイルに対して一括操作が必要である． 
 一方，ArcCatalog を使うと，同一名称のファイル群は 1 つにまとめて表示され，データの
出力や削除に加え，ファイル名変更も確実に行えるため， GIS データの取り扱いには
ArcCatalog を使用する． 
 図２－３(a)，(b)に，それぞれ Windows エクスプローラと ArcCatalog を用いて，同一シ
ェープファイルを保存したフォルダを参照した場合のスクリーンショットを示す．フォル
ダ内には「test」，「test1」の 2 つのシェープファイルを用意した． 
 図２－３(a)から分かるように，1 つのシェープファイルは，複数のデータから構成され
ている．そのため，ファイル数が増えれば総数も増え，ファイル移動や削除などの処理が
煩雑になる．一方，図２－３(b)から分かるとおり，ArcCatalog ではそれぞれが統一して表
示されるため，他フォルダへの出力や名前の変更が容易である．なお，Windows エクスプ
ローラでは 1 度出力されたシェープファイルの名称は変更できない．どれか 1 つでも名称
が変更されると，同一データの関係がクラッシュし，ファイルが崩壊するからである．シ
ェープファイルについては，後述の２－２－４にて紹介する． 
 2 つ目は，地理座標系を必ず統一することである． 
 様々なデータを取り扱う場合，それらデータの発行元によって，基準となる地理座標系
が異なっている．そのため，データを入手する際に，仕様書をよく確認し，データの地理
座標系を明確に把握する必要がある． 
 さらに，GIS ソフト上に表示する際に，投影座標系も指定する必要がある． 
 異なる地理座標系で作成されたデータを同じ投影法で GIS ソフトに表示させても，うま
く表示されない．きちんと座標変換を行い，データの投影法を統一して定義することによ
り，すべてのデータを同じ座標系に投影させ，正確な分析が可能となる． 
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図２－３(a) Windows エクスプローラを用いた場合 
 
 
 
図２－３(b) ArcCatalog を用いた場合 
  
17 
 
２－２－３ 解析に使う主な GIS データの種類 
 
 実世界をデジタル地図で表現する場合，実世界を個別の図形で表現する「ベクタデータ」
と，セルで表現する「ラスタデータ」の 2 種類の表現方法がある． 
 例えば，図２－４(a)の実世界の道路部分をベクタデータで表現する場合は図２－４(b)
のような情報として扱われる．また，ラスタデータで表現する場合は図２－４(c)のように
なる． 
 
 
図２－４(a) 実世界 
 
図２－４(b) ベクタ 
           
           
           
           
           
           
           
           
図２－４(c) ラスタ 
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２－２－４ ベクタデータ 
 
 ベクタデータは長さと方向を持ち，「ポイント（点）」，「ライン（線）」，「ポリゴン（面）」
の 3 種類がある．それぞれ基準点(X0 ,Y0 )から「X 方向にいくつ，Y 方向にいくつの位置で
ある」という情報を持っている． 
 
（１）ポイント（点） 
 長さや幅のない対象物を表現するために使われる． 
 地図表記の例としては，信号，山頂点，気象観測点などが挙げられる． 
（２）ライン（線） 
 長さと方向を備え，複数の点を接続するものを表現する．地図表記の例として，道路，
鉄道，電話線，河川や上下水道管などが挙げられる． 
 また，道路などの複数のラインが交差する際に，「一般道と高速道路は平面で交差しない」
などの「振る舞い」と呼ばれる規則を設ける事ができる． 
（３）ポリゴン（面） 
 境界線を表す線の終点を始点に一致させ，閉領域を作った面など，地図上で 1 つの地域
を表す多辺図形を一般的にポリゴンと呼ぶ． 
 地図表記の例として，運動場や大型商業施設などが挙げられる． 
 
 これらベクタデータはシェープファイルと呼ばれる GIS 独自の形式で保存される．シェ
ープファイルは主ファイルの他に属性情報や座標情報などを格納したファイルがセットに
なっている． 
 図２－５にポイント，ライン，ポリゴンのイメージを示した． 
 
 
 
 
 
図２－５ ベクタ 3種類のイメージ 
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２－２－５ データの解析手法 
 
 ２－３以降で説明するデータについて，土地利用データ（100 m メッシュ）はポリゴンメ
ッシュタイプのシェープファイル，標高及び傾斜角データはラスタである． 
 土地利用データは，Map 上で描画する際は，ポリゴンメッシュが適しているが，解析の
際はポイントの方が適しているため，土地利用データをポイントに変換する． 
 ポイントはポリゴンメッシュの中央に作成され，ポリゴンの属性データはそのままポイ
ントに格納される．つまり，10 m メッシュのポリゴンデータが 10 m 間隔のポイントデータ
に変換されることになる． 
 ポイントに変換した土地利用データと標高・傾斜角ラスタを重ね合わせ，空間解析を行
った．ポイントに重なっているラスタのセル値を抽出し，ポイントの属性データに追加す
る手法で解析を行った． 
 標高・傾斜角データが追加された属性データは csv ファイルにて出力が可能であり，これ
を Microsoft Office Excel にて分析を行った． 
 同様にして，災害発生地点についてもデータを整理した． 
 ポイントデータである土砂災害発生地点に，ポリゴンメッシュの土地利用データと，標
高・傾斜角ラスタを重ね合わせ，セル値を抽出，ポイントに追加した． 
 図２－６に解析のイメージを示し，図２－７(a)に解析前，図２－７(b)に解析後のポイ
ント属性テーブル情報を示した．表示しているのは 1997 年のデータである． 
 解析後のテーブルに，dem データと slope データが追加されていることが分かる． 
 
 
図２－６ 空間解析のイメージ 
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図２－７(a) 解析前の属性データ 
 
 
図２－７(b) 解析後の属性データ 
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２－３ データ概要・収集方法と運用 
 
２－３－１ 土地利用データ（100 m メッシュ）の概要 
 
 100 m メッシュの土地利用データとして，「国土数値情報 土地利用細分メッシュデータ
（100 m メッシュ）」（国土交通省）を使用した． 
 これは，全国の土地利用の状況について，3 次メッシュ 1/10 細分区画（100 m メッシュ）
毎に，各利用区分（田，畑，果樹園，森林，荒地，建物用地，幹線交通用地，湖沼，河川
等）を整備したものである．利用区分は整備年度により異なっている． 
 データ作成年度は，1976 年，1987 年，1991 年，1997 年，2006 年の 5 カ年である． 
 以下に各年のデータ概要を示す．（国土交通省 HP より抜粋） 
 
（１）1976 年，1987 年 
 1/25 000 地形図を基図とし，有意データを示す四隅の座標値をパタンアナライザで読み込
み，2 次メッシュ単位の正規化座標で整備されており，別途作成した 1/100 細分区画行政デ
ータとクロス集計し，3 次メッシュ毎に整備された．これらを国土数値情報統一フォーマッ
ト（旧フォーマット）に変換し，土地利用メッシュデータとなっている． 
 
（２）1991 年，1997 年，2006 年 
 1991 年のデータは，人工衛星（Landsat）リモートセンシングによる画像データについて，
幾何補正や NVI（正規化植生指標）算出等を行い，1/25 000 地形図も用いて，土地分類基準
に従い 2 次メッシュ単位の正規化座標で整備されている． 
 1997年のデータは，数値地図を用いて 2次メッシュ単位の正規化座標で整備されている． 
これらを国土数値情報統一フォーマット（旧フォーマット）に変換し，土地利用メッシュ
データとされており，さらに，JPGIS 準拠のデータ形式に変換する際，3 次メッシュデータ
と細分メッシュデータを分割し，土地利用 3 次メッシュデータが作成されている． 
2006 年のデータは，人工衛星（TERRA（Aster）、ALOS）リモートセンシングによる画像
データについて，幾何補正や NVI（正規化植生指標）算出等を行い，数値地図も用いて，
土地分類基準に従い 2 次メッシュ単位の正規化座標で整備されている． 
 これらのデータを国土交通省より提供されているデータ変換ツール（ksj Tool）を用いて，
テキストファイルからシェープファイルに変換して ArcMap に取り込んだ． 
 
 変換されて作成されたシェープファイルは，ポリゴンメッシュタイプである． 
 属性データとして土地利用種別番号，セルサイズが格納されている． 
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２－３－２ 土地利用細分メッシュデータの収集方法と運用 
 
 土地利用細分メッシュデータは XML 形式で整備され，そのままでは GIS ソフトで解析に
用いることができない．そのため，運用までに幾つかの手順を踏む必要がある． 
 以下にその手順を示す． 
 
（１）データの収集 
①国土交通省「国土数値情報ダウンロードサービスページ」より，希望する地域をクリッ
クし，対象地域の土地利用細分メッシュデータをダウンロードする（ZIP ファイル）． 
 データのメッシュサイズは東西に 90 km，南北に 70 km で，例えば東京都はデータ 5339
内にすべておさまっている． 
②ZIP ファイルを解凍すると，選択地点分の XML 方式の土地利用データが使用可能になる． 
③ダウンロードページ内にある，データ変換ツール：ksj tool を用いて，XML データを shp
ファイル（ポリゴンメッシュ）に変換する． 
 
（２）データの運用 
①ArcMap を起動し，マップ描画エリア上で右クリックし，「データフレームプロパティ」
を開く． 
②「座標系」タブにて，投影座標を設定する．本研究では神奈川県が対象であることから， 
 「投影座標系」→「各国の座標系」→「日本」→「平面直角座標系第 9 系（JGD 2000）」
の順に選択し，データフレームに投影座標を設定する． 
③画面上部「＋」マークをクリックし，（１）③でシェープファイルに変換した土地利用デ
ータをマップに追加する． 
④追加すると，「不明な座標空間」，「追加された以下のデータソースは空間参照が定義され
ていません．このデータは ArcMap で描画されますが，投影することはできません」と警
告アラートが出る．構わず OK をクリックする（図２－３－１）． 
 
 
 
図２－３－１ 警告アラート 
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（３）データの座標系変換 
 空間座標が指定されていないデータを ArcMap に追加すると，前項に記述したとおりの警
告が出る（図２－３－１）．そこで，追加したデータについて，座標系を設定する必要があ
る． 
 土地利用データはすべて「日本測地系（GCS_Tokyo）」に準拠して作成されているため，
まず始めに，地理座標系として「日本測地系（GCS_Tokyo）」を定義し，世界測地系である
「日本測地系 2000（JGD 2000）」へ座標変換を行い，その後さらに「平面直角座標系第 9 系
（JGD 2000）」へ投影変換を行う． 
 
①ArcToolBox 内「データ管理ツール」→「投影変換と座標変換」→「投影法の定義」を選
択する（図２－３－２①）． 
②追加したデータを選択し，座標系を選択する（図２－３－２②）． 
 「地理座標系」→「アジア」→「日本測地系（Tokyo）」の順にクリックし，投影法を定
義する（図２－３－２③）． 
③次に，ArcToolBox 内「データ管理ツール」→「投影変換」を選択する（図２－３－３①）． 
④②で座標系定義したデータを選択する（図２－３－３②）． 
⑤選択したデータの下に，入力データの座標系として，（GCS_Tokyo）と表示されている事
を確認する（図２－３－３③）． 
⑥出力データの座標系欄において， 
 「地理座標系」→「アジア」→「日本測地系 2 000（JGD 2 000）」の順に選択し，入力デ
ータに地理座標を設定する（図２－３－３④）． 
⑦地理座標系変換欄に“Tokyo_To_JGD_2 000_NTv2”と表示されていることを確認して OK
をクリックする． 
⑧保存ディレクトリを外部フォルダにした場合，出力されたデータをマップに追加する． 
 （デフォルトでは作業データベースに追加される設定になっている） 
⑨ArcToolBox 内「データ管理ツール」→「投影変換」を選択する． 
⑩下の「環境」をクリックする． 
⑪「出力座標」をクリックする． 
⑫「出力データの座標系」のプルダウンメニューから，「表示領域に一致」を選択する． 
 下の行に薄く“JGD_Japan_Zoned_9”と表示されていることを確認して，OK をクリック
する．（図２－３－４） 
⑬入力データセットに，⑦で座標変換したデータを選択し，OK をクリックする．（図２－
３－５） 
⑭出力されたデータのプロパティを開き，ソースタブを確認する． 
 「投影座標系」：JGD_2 000_Japan_Zoned_9 「投影法」：Transverse_Mercator 
 となっていれば座標変換完了である．（図２－３－６） 
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（４）土地利用細分メッシュデータの画面表示 
 デフォルトの設定ではすべてのメッシュが同一色でカラーリングされている（図２－３
－７）． 
 このままでも解析が可能ではあるが，視覚的な設定を説明する． 
 
①データを右クリックし，「プロパティ」を開く． 
②「シンボル」タブを選択し，左側表示メニューから「カテゴリ」を選択する． 
③「個別値」→「すべての値を追加」を選択し，集計が終了後，OK をクリックする（図２
－３－８）． 
④拡大すると，色分けされたマップが表示されている（図２－３－９）． 
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図２－３－２ 投影法の定義 
 
 
 
 
図２－３－３ 投影変換１ 
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図２－３－４ 投影変換２ 
 
 
 
 
 
 
 
図２－３－５ 投影変換２ 
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図２－３－６ データソースの確認 
 
 
 
 
 
 
 
図２－３－７ デフォルト設定での表示 
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図２－３－８ 「すべての値を追加」 
 
 
 
 
 
 
 
図２－３－９ すべての値を追加したマップ 
  
29 
 
２－３－３ 土地利用データ（10 m メッシュ）の概要 
 
 本研究では，２－３－１にて述べた土地利用細分メッシュデータ（国土交通省）と併用
して，国土地理院より発行・公開されている，「細密数値情報（10 m メッシュ土地利用）」
を使用した． 
 「細密数値情報（10 m メッシュ土地利用）」データは，約 5 年毎に行われた過去 4 回の宅
地利用動向調査をもとに作成された土地利用に関する数値情報であり，首都圏・中部圏・
近畿圏について実施されている．首都圏に関しては，第 1 回調査では昭和 49 年（1974 年）
時点と昭和 54 年（1979 年）時点について，第 2 回調査では昭和 59 年（1984 年），第 3 回
調査では平成元年（1989 年），第 4 回調査では平成 6 年（1994 年）時点について，首都圏
整備法に基づく約 8 300 km2 の地域を対象に，土地利用の現状及びその変化状況について調
査が行われている． 
 合計 839 ファイルで構成されている本データは，10 m メッシュで，空中写真から判読し
た土地利用情報を 16 種類の土地利用分類コード化し，平面直角座標系のもと，3 km×4 km
（南北方向×東西方向）を 1 ファイルとしてテキスト形式で整備されている． 
 本研究では，研究対象地である横浜市，川崎市が含まれる，首都圏のデータを使用した． 
 
（１）宅地利用動向調査とは 
 宅地利用動向調査は，宅地関連情報の体系的整備の一環として，宅地需要の逼迫してい
る首都圏・中部圏・近畿圏の主要部を対象に，宅地等の利用の現況及び変化の状況を，高
精度の土地利用に関する数値情報として整備し，その活用を図ることにより，宅地関連政
策の総合的展開に必要な基礎情報を得るために，国土地理院が建設省（現・国土交通省）
建設経済局の協力を得て開始した調査である．（国土地理院 HP より抜粋） 
 
 表２－２に調査実施時期の一覧を示した． 
 
 
表２－２ 調査実施時期一覧 
調査回 調査実施年度 土地利用調査基準年 
（調査時期） 
調査対象地域面積 
第 1 回調査 1981 年～1982 年 1974 年（第 1 時期） 
1979 年（第 2 時期） 
6 329 km2 
7 679 km2 
第 2 回調査 1985 年～1986 年 1984 年（第 3 時期） 8 241 km2 
第 3 回調査 1989 年～1991 年 1989 年（第 4 時期） 8 247 km2 
第 4 回調査 1994 年～1996 年 1994 年（第 5 時期） 8 256 km2 
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（２）細密数値情報の概要 
 国土交通省より提供されている土地利用細分メッシュデータは，GIS で処理するためのデ
ータ形式になっており，GIS で使用するファイルに変換するツールも提供されているのに対
し，本データは 3 km×4 km を 10 m 区切りでメッシュ分けした際に各メッシュに格納され
るべき土地利用種別番号がテキスト形式で保存されており，ファイル名がメッシュの座標
情報を指定しているのみのデータとなっている，そのため，GIS を用いて解析するためには，
数値データを適切な方法で処理する必要があった． 
 本データは，測量法及び平成 14 年国土交通省告示第 9 号に定める平面直角座標系に準拠
しており，首都圏データについては，第 9 系（第 9 系の原点は，北緯 36 度 0 分 00 秒，東
経 139 度 50 分 00 秒）の座標値を使用している． 
 
（３）データファイル名 
 ファイル名は，1 文字目が圏域（首都圏は「s」，中部圏は「c」，近畿圏は「k」）を，2 文
字目が調査時期を，「_」の後の 4 桁がファイルコードを表している． 
 例えば，「s1_2714.tdu 」であれば，首都圏における 1974 年（第 1 時期）のファイルコー
ド 2714 地区の土地利用データである． 
 各データは，平面直角座標第 9 系の原点から，X 軸方向に 3 km 毎，Y 軸方向に 4 km 毎
に分割され，1 つのファイルに納められている．それぞれのファイル名には，以下の式（１）
によってファイルコードが与えられている（X，Y の単位は km）． 
 
 ファイルコード＝((-(左上隅 X 座標)+30)/3*100))+((左上隅 Y 座標+80)/4) ・・・（１） 
 
つまり，上式より，ファイルコードから左上隅の X，Y 座標を算出する式は以下の様になる． 
 
左上隅 X 座標＝-((ファイルコードの上 2 桁)*3-30) 
左上隅 Y 座標＝((ファイルコードの下 2 桁)*4-80) 
 
 図２－３－１０に数値細密情報のイメージを，図２－３－１１に位置関係を示す．例と
して「s1_2714.tdu 」を想定する． 
 ここで，ファイルコード 2714 地区メッシュの左上隅の X，Y 座標はそれぞれ以下の通り
に計算される． 
左上隅 X 座標＝-(27*3-30)＝-54 (km) 
左上隅 Y 座標＝-(14*4-80)＝+24 (km) 
 
 なお，X 軸，Y 軸は測量における座標系の軸であるため，幾何座標系の x 軸，y 軸とは逆
になっていることに留意が必要である．  
31 
 
 
図２－３－１０ 細密数値情報のイメージ（数字は土地利用種別を表す） 
 
 
図２－３－１１ データ「s1_2714」の位置関係のイメージ  
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２－３－４ 土地利用細分メッシュデータと細密数値情報の対応 
 
 本研究において使用した土地利用データは 2 種類あり，国土交通省が公開している「土
地利用細分メッシュデータ」と，国土地理院が公開している「細密数値情報」について，
分類コードがそれぞれ異なっている．「土地利用細分メッシュデータ」は分類コードが 11～
15 種類（年度により異なる）であり，「細密数値情報」は 16 種類の分類コードに分けられ
ている． 
 本研究では任意の地点について，その地点の土地利用種別，傾斜角，標高データを集計・
分析を行うために，統一した分類が必要であった． 
 そこで，統一の種別を用意し，それぞれのデータの分類コードを用意した種別に割り当
て，どちらのデータを扱っても同様に分析できるようにした． 
 本研究において用意した分類種別は 8 種類である（表２－３）． 
 表２－４に，土地利用細分メッシュデータにおける分類コードと本研究で用いた分類の
対応を，表２－５に，細密数値情報における分類コードと本研究で用いた分類の対応をそ
れぞれ示した． 
 
 
 
 
表２－３ 本研究において使用した分類種別 
種別 定義 
田 湿田・乾田・泥田・蓮田及び田 
その他の農用地 麦・陸稲・野菜・草地・芝地や，リンゴ・梨などの果樹園など 
森林・荒地 多年生植物の密生している地域・崖や岩，万年雪などの地域 
建物用地 住宅地・市街地等で建物が密集しているところ 
幹線交通用地 道路・鉄道・操車場などで面的に捉えられるところ 
その他の用地 運動競技場・空港・競馬場などの広域や，人口造成地の空き地など 
河川地及び湖沼 人工湖，自然湖，池など平水時に常に水があるところや河川など 
海 海岸に接する砂，れき，岩および干潟，海面 
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表２－４ 土地利用細分メッシュデータの分類コードと本研究で使用した分類の対応 
コード 1976 年 1987 年 
1991 年 
1997 年 
2006 年 
本研究 
1 田 田 田 田 
2 畑 畑 その他の農用地 
その他の農用地 3 果樹園 果樹園 － 
4 その他の樹木畑 その他の樹木畑 － 
5 森林 森林 森林 森林・荒地 6 荒地 荒地 荒地 
7 建物用地 A 建物用地 建物用地 建物用地 8 建物用地 B － － 
9 幹線交通用地 幹線交通用地 幹線交通用地 幹線交通用地 
A その他の用地 その他の用地 その他の用地 その他の用地 
B 湖沼 内水地 河川地及び湖沼 
河川地及び湖沼 C 河川地 A － － 
D 河川地 B － － 
E 海浜 海浜 海浜 海 F 海水域 海水域 海水域 
G － － ゴルフ場 その他の用地 
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表２－５ 細密数値情報の分類コードと本研究で使用した分類の対応 
コ
ー
ド
 
大
分
類
 
中
分
類
 
小
分
類
 
本
研
究
 
01 
山
林
・
農
地
等
 
山林・荒地等 森林・荒地 
02 
農地 
田 田 
03 
畑・そ
の
他
の
農
地
 その他の農用地 
04 造
成
地
 
造成中地 
その他の用地 
05 空き地 
06 
宅
地
 
工業用地 
建物用地 
07 
住
宅
地
 
一
般
低
層
 
住
宅
地
 
08 
密
集
低
層
 
住
宅
地
 
09 
中
高
層
 
住
宅
地
 
10 
商
業
・
業
務
 
用
地
 
11 公
共
公
益
 
施
設
用
地
 
道路用地 幹線交通用地 
12 公園・緑地等 その他の用地 
13 その他の公共公益 施設用地 建物用地 
14 河川・湖沼等 河川地及び湖沼 
15 その他 （基地等の防衛施設や皇居） その他の用地 
16 海 海 
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２－３－５ 数値細密情報の収集方法と運用 
 
（１）データの収集方法 
 細密数値情報は，国土地理院 HP「細密数値情報（10 m メッシュ土地利用）のダウンロー
ド」ページより入手した．各圏域について，都道府県別に第 1 時期から第 5 時期までの 5
年分が用意されている． 
 本研究は研究対象地が神奈川県内であるため，神奈川県のデータ（ZIP フォルダ）を 5 年
分ダウンロードした．ダウンロードした ZIP フォルダを解凍すると，神奈川県内全域のフ
ァイルが格納されているために，研究対象地をカバーしているメッシュのファイルコード
を持つファイルのみを抽出する．上述のダウンロードページにて地域とファイルコードが
確認可能である地図が用意されている． 
 本研究における研究対象地をカバーするファイルコードを抽出したところ，総数 76 ファ
イルであった．1 ファイルには 10 m メッシュで 3 km×4 km，すなわち 120 000 個（300*400）
のデータが納められている． 
 
（２）データの運用 
①テキスト（.tdu）形式で保存されているファイルを，プログラムによりアスキー（.asc）
形式に書き換える．その際に，ファイルコードから左上隅 X，Y 座標を計算し，種別を付
け加えた，3 列（X 座標，Y 座標，種別番号）×12 万行となるプログラムを使用した． 
その後，変換したアスキーファイルを ArcMap に取り込む． 
②ArcMap を開き，「データの追加」からアスキーファイルを追加する． 
③「データ管理ツール」→「レイヤとテーブルビュー」→「X,Y イベントレイヤの作成」を
選択する． 
④「XY フィールド」→追加したアスキーファイル 
 「X フィールド」→“Field 1”（X 座標） 
 「Y フィールド」→“Field 2”（Y 座標） 
 「Z フィールド」→“Field 3”（種別番号） 
 「空間参照」→平面直角座標第 9 系（JGD_2000） 
 と設定し，レイヤ名を任意の名前に入力し，「OK」を押す． 
⑤イベントレイヤは一時的なデータであり，そのままでは解析が実行されないため， 
 「データ管理ツール」→「フィーチャ」→「フィーチャ→ポイント」ツールを使用して， 
 ポイントデータに変換する． 
⑥作成されたポイントデータは研究対象領域以外の部分も含んでいるため，「編集ツール」
→「ポイントの削除」ツールを用いて，研究対象領域の形にくり抜く．削除フィーチャ
には研究対象領域の行政区界ポリゴンを指定し，タイプを「outside」にする． 
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（３）データの公開について 
 「細密数値情報（10 m メッシュ土地利用）」は，1981 年～1997 年に三大都市圏（首都圏，
中部圏，近畿圏）の主要部を対象地域として行われた宅地利用動向調査の成果である． 
 また，宅地利用動向調査は，三大都市圏（首都圏，近畿圏，中部圏）を調査対象とし，
宅地関連政策の総合的展開に必要な高精度な土地利用データの作成を目的とされている． 
 この調査で得られた結果は，1974 年～1997 年の数値データは，細密数値情報（10 m メッ
シュ土地利用）データ（グリッドデータ）として無料公開されているが，2000 年以降の調
査は，数値地図 5 000（土地利用）データ（ポリゴンデータ）として地理情報標準に準拠し
た形式で，CD-ROM にて有料公開されている． 
 そのため本研究では，無料公開されている「細密数値情報（10 m メッシュ土地利用）」（国
土地理院）と，「土地利用細分メッシュデータ」（国土交通省）の 2 つのデータを，土地利
用データとして解析に用いることにした． 
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２－３－６ 標高データ（10 m メッシュ）の収集方法と運用 
 
 標高データは，国土地理院「基盤地図情報ダウンロードサービス」より，基盤地図情報
数値標高モデル（10 m メッシュ）を使用した． 
 入手した DEM データ（Digital Elevation Model：数値標高モデル）は，ArcGIS に取り込ん
だ後，ラスタデータに変換して解析に使用した． 
 
（１）データの収集 
①国土地理院「基盤地図情報ダウンロードサービス」にアクセスし，利用者登録を行う． 
②ログイン後，「基盤地図情報数値標高モデル」を選択し，メッシュサイズを指定（5m or 10m） 
③データを希望する範囲を地図上で選択し，ファイルをダウンロードする（Zip 形式） 
 
（２）データの運用 
 ダウンロードした標高データは，同ページ内で提供されている，「基盤地図情報ビューア」
を用いて表示・シェープファイルへの変換が可能である． 
 また，ArcTool「基盤地図情報（GML）のインポート」を用いて DEM 標高図を作成する
ことも可能である． 
 本研究では，ArcTool を用いて DEM 標高図を作成し，ラスタに変換して解析を行った． 
 
（３）ラスタの投影変換 
 作成したラスタも，土地利用データと同様，空間情報が定義されていない為，新たに投
影法を定義する必要がある． 
 標高データは，「日本測地系 2000（JGD_2000）」に準拠して作成されている． 
 ArcToolBox 内「データ管理ツール」→「投影変換と座標変換」→「ラスタ」→「ラスタ
の投影変換」から，２－３－２同様に投影変換が必要である． 
 ラスタを作成する際に，地理座標系は自動的に日本測地系 2000 が検出され設定されてい
るため，本工程では「日本測地系 2000（JGD_2000）」→「平面直角座標系第 9 系
（JGD_2000_Japan_Zoned_9）」に変換するのみである． 
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２－３－７ 傾斜角（12.5 m，50 m メッシュ） 
 
 本研究で使用した傾斜角データは，ArcTool の傾斜角計算ツールを用いて，10m メッシュ
標高ラスタを用いて作成した．傾斜角計算ツールは，対象セルとその近隣セルを比較し，
それらの値の最大変化率を計算する．原則として，対象セルとその 8 つの近隣セルの高度
を比較したときに，距離に対するそれらの最大高度変化が対象セルからの最も急な降下傾
斜となる． 
 理論的には，処理対象セルを中心とする 3*3 近傍セルの Z 値に合わせた平面を想定する．
この平面の傾き値は，平均最大法を用いて計算される．この平面の向きは，処理対象セル
の傾斜方向となる．傾斜角の値が小さくなる程地表は平らになり，傾斜角の値が大きくな
るほど地表が急勾配になる． 
 傾斜角は以下の式（１），（２）を用いて求められる．式（２）において，57.29578 は 180°/π
の数値である． 
 以下の図２－３－１２，式（３），（４）に傾斜角のアルゴリズムを示す． 
 
slope_radians=Atanටቂௗ௭ௗ௫ቃଶ + ቂௗ௭ௗ௬ቃଶ   ・・・（１） 
slope_degrees=Atanටቂௗ௭ௗ௫ቃଶ + ቂௗ௭ௗ௬ቃଶ   ∗   57.29578 ・・・（２） 
 
 
a b c 
d e f 
g h i 
図２－３－１２ ラスターセル（a～i:各セル値） 
 
 例えば，セル e の傾斜角を求める場合，dz/dx，dz/dy はそれぞれ以下の様に計算される． [݀ݖ/݀ݔ] = ((ܿ + 2݂ + ݅) − (ܽ + 2݀ + ݃))/(8 ∗ ݔ_݈݈ܿ݁ݏ݅ݖ݁)  ・・・（３） [݀ݖ/݀ݕ] = ((݃ + 2ℎ + ݅) − (ܽ + 2ܾ + ܿ))/(8 ∗ ݕ_݈݈ܿ݁ݏ݅ݖ݁)  ・・・（４） 
ここに，a ～ i は，各セル内に格納されている標高値を表す．値が同一セル内に 2 つ以
上ある場合，平均値が用いられる． 
 傾斜角の計算に際して，計算の元となる標高 DEM が 10 m 間隔であるため，10 m メッシ
ュと 50 m メッシュで 2 パターンの傾斜角の計算を試みた．しかし，10 m メッシュでは計算
の際に作成されるセル領域の 1 部に値が格納されない場合があり，その部分が No Data にな
ってしまう事象が確認されたため，12.5 m メッシュで計算した．  
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２－３－８ 土砂災害発生地点 
 
 神奈川県土整備部砂防海岸課ホームページ内にある神奈川県土砂災害記録マップでは，
神奈川県が蓄積した，1974 年から 2004 年までに発生した神奈川県内の土砂災害記録が公開
されている． 
 本研究では，実際に土砂災害が発生した箇所と標高，傾斜角，標高の関係性の傾向を掴
むために，土砂災害記録マップから入手できる土砂災害発生地点データを使用した． 
 まず，神奈川県土整備部の Web サイトで土砂災害記録マップを開き，対象領域の画像デ
ータを表示させて，保存・入手した（図２－３－１３）． 
 次に，画像編集ソフトを用いて，保存した画像すべてを 1 枚の JPEG に結合させた．その
後，結合した画像を ArcMap に取り込む（図２－３－１４）．画像は位置情報を持たないた
め，そのままでは表示されないため，ジオリファレンスメニューより「表示範囲にフィッ
ト」を選択し，画面に表示させる（図２－３－１５）．表示させた画像の位置を合わせるた
めに，コントロールポイントを使って地形図に合わせる（図２－３－１６）．位置を合わせ
るポイントを追加したら，「メニュー」→「変換」→「アジャスト」を選択する（図２－３
－１７）．位置を合わせる際は，海岸線を基準にして調整した．位置を合わせたら画像の透
過率を 50%にし，実際にきちんと重なっているか確認する（図２－３－１８）．その後，レ
クティファイを実行する（図２－３－１９）．これにより，表示中の地理情報を追加した新
たなラスタが作成される．任意の場所とファイル名を指定し，tiff ファイルを保存する． 
 
（１）データの収集方法 
①ArcCatalog にて任意のフォルダに新規シェープファイルを作成する．（図２－３－２０） 
②“New_Shapfile.shp”が作成された（図２－３－２１）． 
③ArcMap 上で図２－２３にて作成した tiff 画像と作成したシェープファイルを開く． 
④「エディタ」→「編集の開始」を選択する（図２－３－２２）． 
⑤「エディタ」→「編集ウィンドウ」→「フィーチャ作成」を選択（図２－３－２３）． 
⑥画面右側に編集ウィンドウが開き，編集対象となっているシェープファイルが表示さ（こ
の場合，New_Shapefile）下部にポイントが選択されている事を確認する（図２－３－２
４）． 
⑦tiff 画像の災害発生地点に合わせてポイントを追加していく（図２－３－２５）．図２－３
－２６に示す通り，ポインタの先がポイント状になっている． 
⑧すべての点を打ち終えたら，「エディタ」→「編集の終了」を選択（図２－３－２７） 
⑨図２－３－２８にすべての点を打ち終えた全体図を示す． 
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図２－３－１３ 土砂災害記録マップ画像の保存 
 
 
 
図２－３－１４ 画像（convert1.jpg）を ArcMap へ取り込む 
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図２－３－１５ 「表示範囲にフィット」 
 
 
 
図２－３－１６ 「コントロールポイントの追加」 
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図２－３－１７ 選択したポイントのアジャスト 
 
 
 
図２－３－１８ アジャストされた画像 
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図２－３－１９ レクティファイ 
 
 
図２－３－２０ 新規シェープファイルの作成  
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図２－３－２１ 新規シェープファイルが作成された 
 
 
図２－３－２２ 編集の開始  
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図２－３－２３ フィーチャ作成 
 
 
 
図２－３－２４ 編集ウィンドウの確認 
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図２－３－２５ ポイントの追加 
 
 
図２－３－２６ ポインタの拡大図 
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図２－３－２７ 編集の終了 
 
 
図２－３－２８ 災害地点を追加したシェープファイルと画像の全体図 
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２－３－９ 気象庁アメダス雨量記録 
 
 気象庁横浜観測所における，1976 年から 2015 年までの雨量データについて，日ごとの値
で整理し，1 日における最大時間雨量を基に集計を行った． 
 集計は 10 mm/h 以上，15 mm/h 以上，20 mm/h 以上，30 mm/h 以上，50 mm/h 以上雨量回
数の 5 パターンに分けて行い，40 年間の総数，及び 10 年ごとの平均回数を算出した． 
 また，研究領域内もしくは近傍の観測点として海老名，府中観測所，豪雨地帯として練
馬，熊谷観測所の雨量データについても同様に集計した． 
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第三章 分析結果 
 
３－１ データ分析の精度確認 
 
３－１－１ 12.5 m メッシュ傾斜角と 50 m メッシュ傾斜角の比較 
 
 始めに，標高ラスタから得られた，12.5 m メッシュ及び 50 m メッシュの傾斜角について，
実際の地形との対応関係を検証した．研究対象地全域では範囲が広く検証が困難であった
ため，詳細地域として，横浜市磯子区磯子駅前を選んだ．図３－１－１に研究対象地内で
の位置関係を示す． 
 横浜市磯子区は横浜市の東南に位置し，南北に約 8 km，東西に約 6 km の区域で，根岸湾
に面している．沿岸部の低地の大半は埋立地であり，それを囲むように丘陵地が広がって
いる．区内の大部分は宅地化されているが，南部の円海山周辺には緑地が残されている．
磯子駅前の特徴として，急峻な丘陵地を開発してできた住宅地が多い事が挙げられる．駅
前の大通りから一本西側の住宅街に入るとすぐに急斜面が広がっている．その背景には，
かつて石油コンビナートが湾岸に整備される際に丘陵地の土砂が使用され，同時に住宅街
が整備された歴史がある． 
 磯子駅前の地形図と衛星写真をそれぞれ図３－１－２(a),(b)に示した．地形図と衛星写
真から，駅前の横須賀街道を境に住宅街が広がっている事が分かる．また，衛星写真に 12.5 
m メッシュ傾斜角と 50 m メッシュ傾斜角コンター図を，それぞれ透過率を 70 %にして重ね
合わせて表示させた画像を図３－１－３(a)，(b)に示した．コンター図から，大通りより
西側で赤になっており，急斜面が広がっていることが分かる． 
 次に，国土地理院 web 地形図から磯子区磯子駅前の地形図画像を入手し 50 m メッシュ格
子線を引き，格子の 4 隅の標高を読み取り，対象格子の傾斜角を実際に手計算で算出した
傾斜角値と，ArcGIS で計算された傾斜角値を比較した（図３－１－４）． 
 その結果，12.5 m メッシュでは住宅街や隣接する崖地の傾斜角を反映できていたが，50 m
メッシュでは実際の地形状況よりも低い値となり，概ね半分の値となることがわかった．
12.5 m メッシュの傾斜角計算領域は 12.5 m 四方（156.25 m2）であり，50 m メッシュでは 50 
m 四方（2 500 m2）であるが，都市近郊では戸建て宅地の土地面積は 30～50 坪（100～165 m2）
である．つまり，12.5 m メッシュでは 1～2 軒の区画の傾斜角を表しており，50 m メッシュ
では 10～25 軒の区画を表しているため，階段状の宅地や裏山の崖地を表現するには 12.5 m
メッシュが適していることが分かった．ただし，メッシュサイズを細かくすると計算機負
荷が指数的に増大するため，汎用 PC での処理には 50 m メッシュが適している事が分かっ
た． 
 そこで，本研究において，傾斜角データとして，12.5 m メッシュで計算した値を取り扱
う事にした．  
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図３－１－１ 磯子区と磯子駅の位置 
  
磯子駅 
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図３－１－２(a) 磯子駅前の地形図 
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図３－１－２(b) 磯子駅前の衛星写真 
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図３－１－３(a) 衛星写真と 12.5 m メッシュ傾斜角コンター図 
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図３－１－３(b) 衛星写真と 50 m 傾斜角コンター図 
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図３－１－４ 傾斜角の検証 
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３－１－２ 12.5 m メッシュ傾斜角の実際の地形との対応確認 
 
 研究対象地の標高，傾斜角と土砂災害発生地点の関係を分析する上で，横浜市川崎市全
域では範囲が広く分析が困難であったため，対象地を３－１－１の磯子区磯子駅前に加え
て，内陸の住宅開発地として以下に詳細を挙げる 2 地点と併せて 3 地点を詳細地点とした．
それぞれの区の位置は図３－１－１に示した通りである． 
 
（１）横浜市保土ケ谷区峰岡町付近 
 保土ケ谷区は横浜市の中央部に位置し，関東ローム層からなる多摩丘陵の南東の端にあ
たる．東西に 5.8 km，南北に 7.4 km にわたる．関東平野にありながら起伏に富む地理特性
があり，最高標高は今井町の海抜 97.0 m である． 
 その中でも峰岡町は町全体が丘陵の急斜面を切り開いて開発された住宅街であり，標高
自体はさほど高くないが，傾斜が大きい特徴があり，そのため町中で急な坂道が目立つ． 
 神奈川県土砂災害警戒区域にも指定されている． 
 図３－１－５に地形図，図３－１－６に衛星写真と傾斜角コンター図を重ね合わせた画
像を示す． 
 図３－１－６から，傾斜角の大きい地域に住宅地が密集していることが分かる． 
 
（２）川崎市麻生区百合ヶ丘・多摩区生田付近 
 麻生区は 1987 年に分区するまでは多摩区の 1 部であった．両区は隣接している．麻生区・
多摩区は川崎市の最北端に位置し，両区の北側は多摩川を境として東京都に面し，南側に
は多摩丘陵が広がっている．麻生区・多摩区には多摩丘陵を切り開いて作られた住宅開発
地が多く，川崎街道などの大通りが整備され，京王よみうりランドなどのテーマパークも
あり，東京都心へのベッドタウンとして人気があり，人口の多い地域である． 
 図３－１－７に地形図，図３－１－８に衛星写真と傾斜角コンター図を重ね合わせた画
像を示す． 
 図３－１－８から，地域が全体的に見て高い傾斜角を持ち，住宅地が満遍なく広がって
いることが分かる． 
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図３－１－５ 保土ケ谷区峰岡町付近の地形図 
 
 
図３－１－６ 保土ケ谷区峰岡町付近の衛星写真と 12.5 m メッシュ傾斜角コンター図 
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図３－１－７ 麻生区生田付近の地形図 
 
 
図３－１－８ 麻生区生田付近の衛星写真と 12.5 m メッシュ傾斜角コンター図 
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３－１－３ 標高・傾斜角・災害発生地点の対応関係 
 
 初めに，図３－１－９に研究対象地全域の DEM 標高コンター図と災害発生地点を示す． 
 横浜市・川崎市全域において，主な標高は海岸・河川付近では 0～10 m，丘陵部では 30
～90 m であった．領域北部は多摩川であり，多摩川を境に東京都と接している．中央は多
摩丘陵の尾根が走り，北部と南部で標高が高くなっている．災害発生地点は標高が急激に
変化しているところに集中していることが分かる． 
 次に，図３－１－１０に研究対象地全域の傾斜角コンター図と災害発生地点を示す．傾
斜角は 0～60 度で分布しており，災害発生地点は 5～10 度の範囲に集中していた． 
 
（１）磯子区における災害発生地点 
 図３－１－１１，図３－１－１２にそれぞれ磯子区の DEM 標高コンター図，傾斜角コン
ター図と災害発生地点を示す． 
 磯子区は沿岸部と内陸部で極端に標高が変化しており，その変化点に災害発生地点が集
中していることが分かる． 
 
（２）保土ケ谷区における災害発生地点 
 図３－１－１３，図３－１－１４にそれぞれ保土ケ谷区の DEM 標高コンター図，傾斜角
コンター図と災害発生地点を示す． 
 保土ケ谷区は中央部の標高が低い地域に国道 16 号が整備されており，その周辺は丘陵地
となっており，傾斜角が大きい傾向がある．災害発生地点も傾斜角の大きい箇所に集中し
ている傾向がある． 
 
（３）麻生区・多摩区における災害発生地点 
 図３－１－１５，図３－１－１６にそれぞれ麻生区・多摩区の DEM 標高コンター図，傾
斜角コンター図と災害発生地点を示す． 
 麻生区・多摩区は北部に多摩川が流れ，標高が低く，内陸は多摩丘陵となっており急激
に標高が変化する．そのため区全体的に傾斜角が大きい傾向にあり，災害発生地点も傾斜
角の大きい地域に集中している． 
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図３－１－９ 研究対象地全域での DEM 標高と災害発生箇所 
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図３－１－１０ 研究対象地全域の 12.5 m メッシュ傾斜角と災害発生地点 
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図３－１－１１ 磯子区の DEM 標高と災害発生箇所 
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図３－１－１２ 磯子区の 12.5 m メッシュ傾斜角と災害発生箇所 
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図３－１－１３ 保土ケ谷区の DEM 標高と災害発生箇所 
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図３－１－１４ 保土ケ谷区の 12.5 m メッシュ傾斜角と災害発生箇所 
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図３－１－１５ 麻生区・多摩区の DEM 標高と災害発生箇所 
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図３－１－１６ 麻生区・多摩区の 12.5 m メッシュ傾斜角と災害発生箇所 
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３－１－４ 土地利用の経年変化と災害発生地点 
 
 図３－１－１７から図３－１－２１に 1976 年，1987 年，1991 年，1997 年，2006 年にお
ける，研究対象地全域の 10 m メッシュ土地利用植生図を示した．また，前節と同様に，図
中に災害発生地点を星印で示した． 
 年度によって植生内容が多少異なっているが，年を追うごとに朱色に色分けした建物用
地の面積が増加していた． 
 また，災害発生地点については，発生年は不明であるため，すべての図について同じ箇
所にプロットされている． 
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図３－１－１７ 土地利用植生図（1976 年） 
（星印は災害発生地点を示す） 
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図３－１－１８ 土地利用植生図（1987 年） 
（星印は災害発生地点を示す） 
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図３－１－１９ 土地利用植生図（1991 年） 
（星印は災害発生地点を示す） 
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図３－１－２０ 土地利用植生図（1997 年） 
（星印は災害発生地点を示す） 
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図３－１－２１ 土地利用植生図（2006 年） 
（星印は災害発生地点を示す） 
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３－２ 統計的分析の結果 
 
３－２－１ 土地利用データの整理 
 
 ２－２－５に記述したように，国土交通省によりポリゴンメッシュタイプで整備されて
いる土地利用細分メッシュデータは，一度ポイントデータに変換してから解析を行った． 
 一方，細密数値情報は，２－３－５で記述したように，元々テキスト形式であったデー
タをポイントデータに処理したため，そのまま解析を行った． 
 解析にあたり，各データのポイント数の整理を行った． 
 ポイントはメッシュサイズに対応しており，つまりポイント数にメッシュ面積を乗じる
ことにより，対応している領域の面積を算出することができる． 
 そこで，データの領域面積を計算し，研究対象領域の面積と比較することにより，解析
データの有効性を確認した． 
 研究対象領域である横浜市と川崎市について，面積はそれぞれ 437.49 km2，143.00 km2 で
あり，両市合わせて 580.49 km2 である（国土地理院 HP，2014）． 
 表３－１に計算結果をまとめた． 
 細密数値情報の領域面積は実際の面積より 6 km2 ほど大きく，一方で土地利用細分メッシ
ュデータの領域面積は実際の面積よりも 20 km2 ほど少ない結果となった． 
 その原因として，細密数値情報は 10 m 刻みでポイントが存在し，神奈川県全域のポイン
トについて，研究対象領域に空間的に重なる部分だけを抽出した．そのため，領域の隅に
対応するポイントに対してメッシュを仮定すると，領域をはみ出てしまうメッシュ部分が
できることが考えられる．つまり，面積の誤差ははみ出た部分の領域面積だと考えられる． 
 一方，土地利用細分メッシュデータは，元々ポリゴンメッシュタイプのデータをポイン
トに変換し，研究領域に空間的に重なるポイントを抽出した．ポイントに変換する際，ポ
イントはポリゴンの中心地点に作成される．つまり，研究領域の隅をカバーしていたポリ
ゴンについて，中心地点が領域外に存在しているため，ポイント抽出時に除外されてしま
ったケースが考えられる． 
 
表３－１ 各データのポイント数と対象となっている領域面積 
データ種別 ①ポイント数 
（個） 
②メッシュ 
（m） 
③ポイント 1 つ 
あたり面積（m2） 
領域面積（km2） 
（①×③） 
細密数値情報 5 866 229 10 100 586.6229 
土地利用細分 
メッシュデータ 56 020 100 10 000 560.20 
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３－２－２ 土地利用データ（10 m，100 m メッシュ）の処理時間 
 
 土地利用細分メッシュデータ（100 m メッシュ）と細密数値情報（10 m メッシュ）を用
いて同じ解析作業を行ったところ，明らかに細密数値情報の解析作業に時間がかかった． 
 そこで，それぞれのデータを使った解析作業にかかる時間を実際に計測した．作業内容
は，ポイントと空間的に重なっている DEM 標高データと傾斜角データのセル値を抽出し，
抽出したセル値をポイントの属性情報に追加する作業である． 
 それぞれの作業には同一の PC を使用し，作業中は ArcGIS 以外のソフトウェアも含め，
他の処理を一切行わない状況で作業時間を計測した． 
 すると，土地利用細分メッシュデータを用いた作業時間は 30 分であった．一方，細密数
値情報を用いた作業時間は，約 52 時間（約 3 000 分）であった． 
 つまり，処理時間に約 100 倍の差が生じていることが判明した． 
 これは，前項の表３－１に示したように，細密数値情報は，土地利用細分メッシュデー
タと比べてメッシュサイズが 10 倍，すなわちポイント数が 100 倍であるためである． 
 そこで本研究では，細密数値情報は処理に時間が膨大にかかるため，第 1 時期（1974 年）
と第 5 時期（1994 年）の 2 カ年みのデータを 10 m メッシュデータとして解析に用いた．ま
た，100 m メッシュデータとして，土地利用細分メッシュデータの 1976 年，1987 年，1991
年，1997 年，2006 年の 5 カ年分のデータを解析に用いた． 
 つまり，土地利用データとして，1974 年，1976 年，1987 年，1991 年，1994 年，1997 年，
2006 年の 7 カ年分のデータを扱う． 
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３－２－３ 傾斜角と土地利用の関係 
 
 各年の土地利用について，12.5 m メッシュ傾斜角と重ね合わせて行った空間解析データ
から属性情報を抜き出し，傾斜角ごとの土地利用実態について整理した． 
 各年の土地利用植生について，傾斜角が 0～30 度までのデータについては 5 度刻み 6 値
域に分け，30 度～40 度，40 度以降の合計 8 つの値域に分割して統計をとった． 
 図３－２－１から図３－２－３に，研究対象地全域における土地利用面積の経年変化を
傾斜角度別に示した．また，図３－２－４から図３－２－６に，同様にして土地利用面積
の経年変化を割合で示した．割合は，それぞれの傾斜角別の総面積に対する，各種別の占
める面積の割合を計算した． 
 その結果，1974 年から 2006 年にかけて，標高や傾斜角によらず建物用地の面積が増加し
ており，その一方で森林の面積が減少していることがわかった． 
 割合で整理するとその傾向は明確であり，特に傾斜角 0～5，5～10 度のそれぞれの範囲
では，1974 年から 2006 年にかけて，建物用地の占める割合が 30～40%から 60%に増加した
一方で，森林・田の割合が 20%前後からわずか 9%にまで減少していた． 
 その他の角度域についても一様に，1976 年から 2006 年にかけて森林や農用地が減少し，
建物用地が増加している傾向が見られた． 
 ここで，図３－２－１に関して，1974 年と 1994 年では，建物用地面積の経年変化として
はわずかながら減少しているようにみえるが，これは土地利用細分メッシュデータと細密
数値情報における土地利用区分定義の違いから発生してしまう差であると考えられ，大ま
かな増加傾向に影響はないと判断した． 
  
77 
 
 
図３－２－１ 土地利用面積の経年変化 
（上：傾斜角 0～5度，中：傾斜角 5～10度，下：傾斜角 10～15 度） 
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図３－２－２ 土地利用面積の経年変化 
（上：傾斜角 15～20 度，中：傾斜角 20～25 度，下：傾斜角 25～30 度） 
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図３－２－３ 土地利用面積の経年変化 
（上：傾斜角 30～40 度，下：傾斜角 40～60 度） 
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図３－２－４ 土地利用面積割合の経年変化 
（上：傾斜角 0～5度，中：傾斜角 5～10度，下：傾斜角 10～15 度） 
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図３－２－５ 土地利用面積割合の経年変化 
（上：傾斜角 15～20 度，中：傾斜角 20～25 度，下：傾斜角 25～30 度） 
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図３－２－６ 土地利用面積割合の経年変化 
（上：傾斜角 30～40 度，下：傾斜角 40～60 度） 
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３－２－４ 傾斜角と土砂災害件数，土地利用 
 
 図３－２－７に，災害件数の土地利用種別ごとの積み上げ棒グラフを示す．横軸は傾斜
角を，縦軸は災害件数を示している． 
 土砂災害発生件数は傾斜角 0～20 度の範囲に集中しており，特に 5～10 度での件数が多
かった．また，すべての傾斜角において，災害発生箇所の土地利用種別は建物用地が最多
であり，割合で見ると，各傾斜角において，総数の 80%以上であった． 
 このように，平坦地（傾斜角 0～10 度）でも比較的多くの災害が発生していることが分
かった． 
 
 
 
 
 
 
図３－２－７ 傾斜角別土砂災害発生件数 
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３－２－５ 降雨状況 
 
 1976 年から 2015 年までの 40 年間のアメダス雨量記録について，1 日の最大時間雨量を
整理し，最大雨量が 10 mm/h 以上，15 mm/h 以上，20 mm 以上，30 mm 以上，50 mm 以上
の回数（日数）をそれぞれ年ごと，観測所ごとに集計した． 
 各観測所について，横浜・府中・海老名は研究対象地，およびその近傍の観測所として，
練馬・熊谷は豪雨地帯の観測所として比較の為に集計した． 
（１）横浜観測所（図３－２－８） 
 一般に言われている 50 mm/h 以上の豪雨回数は，過去 40 年間に 8 回であり，経年的な増
加傾向は認められなかった． 
 しかし，15 mm/h 以上の強雨回数では，10 年平均値でみると 1976 年～1985 年は 5.7 回／
年，1986 年～1995 年は 6.0 回／年，1996 年～2005 年は 8.4 回／年，2006 年～2015 年は 10.3
回／年と増加しており，2000 年頃を境にして強雨回数が増加していることが分かった． 
（２）府中観測所（図３－２－９） 
 横浜同様に 50 mm/h 以上の豪雨は，過去 40 年間に 4 回であり，増加傾向は認められなか
った．15 mm/h 以上の強雨回数も回数はやや少ないが横浜同様に増加傾向である． 
（３）海老名観測所（図３－２－１０） 
 50 mm/h以上の豪雨回数は最も多く 15回であり，特に最近 10年間は毎年確認されている．
15 mm/h 以上の強雨回数は横浜とほぼ同数で，増加傾向が見られる． 
（４）練馬観測所（図３－２－１１） 
 50 mm/h 以上豪雨回数は過去 40 年間に 14 回であった．2000 年頃を境に増加傾向に見え
るが，経年的な増加は認められない． 
 15mm /h 以上の強雨回数は増加傾向にあるが，横浜より回数は少ない． 
（５）熊谷観測所（図３－２－１２） 
 海老名と同様に 50 mm/h 以上の豪雨回数は 15 回であり，他の観測所の中で最多であるが，
増加傾向は認められない． 
 15 mm/h 以上の強雨回数は増加傾向ではあるが，横浜より回数は少ない． 
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図３－２－８ 横浜観測所における降雨状況 
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図３－２－９ 府中観測所における降雨状況 
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図３－２－１０ 海老名観測所における降雨状況 
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図３－２－１１ 練馬観測所における降雨状況 
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図３－２－１２ 熊谷観測所における降雨状況 
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第四章 考察 
 
４－１ 平坦地における土砂災害の検討 
 
 ３－２－４における分析結果と，図３－２－７から，傾斜角が 0～5 度の平坦地でも多く
の災害が発生していることが分かった．これは，宅地裏の崖地が崩れたためと考えられる． 
 そこで，土砂災害記録マップからプロットした災害地点のうち，傾斜角が 0 度に近い地
点をピックアップし，実際に付近に崖地があるのか，地理特性を検討した． 
 土砂災害記録マップから入手した災害地点データは 1974 年から 2004 年の間に発生した
災害地点プロットの総集であり，従って具体的に 1 つ 1 つの災害がいつ発生したかは不明
なデータとなっている．そのため，30～40 年前に災害が起きた地点ではすでに土地開発に
より現在は地形が大きく異なっている場合も考えられる．そこで，検討方法として，平坦
地での災害発生箇所における過去の地理状況と現在の地理状況を衛星写真や空中写真を用
いて比較した．そして，過去または現在も崖地が存在するのか調査した． 
 土砂災害記録マップからプロットした災害地点は全 766 箇所であり，そのうち傾斜角が 0
～1 度の点を抽出したところ，16 箇所であった． 
 そこで，該当する 16 地点について，次の検証を行った． 
 
①選択地点が属する傾斜角ラスタの中心セルから，セル値（標高・傾斜角・土地利用）を
抽出する． 
②周囲 8 セルの傾斜角（12.5 m メッシュ）を抽出し，隣接セルの傾斜角値と大きな差異が
あるか確認する． 
③ArcMap 内蔵の地形図，衛星写真を投影し，付近の最新の地理状況を確認する． 
④国土地理院「地図・空中写真閲覧サービス」を用いて，同地点における過去の地理状況
を確認し，現在の地理状況と比較する． 
 
 「地図・空中写真閲覧サービス」では，過去に撮影された空中写真を閲覧することがで
き，撮影日時も明記されている．国土地理院による公共測量や地形図作成のために撮影し
た空中写真や，米軍による写真が無料で公開されている． 
 上記の検証④において，撮影範囲が災害発生地点を含み，かつ撮影日時が 1974 年～2000
年ごろまでの写真が存在する点を確認したところ，16 箇所中 3 箇所が該当した．各地点の
場所は地点 1（横浜市南区），地点 2（保土ケ谷区狩場町），地点 3（金沢区富岡 3 丁目）
である． 
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４－１－１ 地点１の検証 
 
 地点 1（横浜市南区中村町 1 付近）は川沿い 50 m の位置で，現在はマンションが建って
いる．また根岸湾に近く，沿岸にある根岸駅から直線距離で 1 km 未満にあり，付近には住
宅や工場が建ち並んでいる．マンションから見て川方向を正面とすると，裏手には土手が
ある． 
 地点 1 の標高は 9.2 m であった． 
 図４－１に地点 1 セルと，隣接する 8 セルの傾斜角値を示す． 
 紙面上方向を北とすると，北東のセル値が地点 1 に比べて高い値を示している． 
 図４－２，図４－３に地点 1 周辺の地形図及び傾斜角コンター図をそれぞれ示す． 
 図４－２において，地点 1 の北東は高い土手になっており，土手から車道にかけて，標
高は 50～60 m に変化している．そのため，図４－３に示すように傾斜角は地点 1 の北東の
土手部分で非常に高い値を示す黒色のセルとなっている． 
 図４－４，図４－５に，地点 1 周辺の空中写真と衛星写真をそれぞれ示す． 
 図４－４は国土地理院空中写真であり，撮影日は 1978 年 1 月である．図４－５は ArcMap
内蔵の衛星写真であり，最終更新は 2016 年 1 月である． 
 図４－４（1978 年時点）では土手部分は何も整備されていないように見える一方で，図
４－５（2016 年時点）では土手部分が補強されていることが写真から分かる． 
 これより，地点 1 では過去に土砂災害が発生した結果，土手の補強が行われたと推測で
き，実際は崖に相当するような土手がありながら，平坦地として抽出されていることが分
かった． 
 なお，地形図・衛星写真についてはすべて ArcMap 内蔵のものであり，撮影日時は 2016
年 1 月である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
1.2 2.09 9.7 
0.79 地点 1（0.8） 1.35 
0.6 0.6 0.75 
 
図４－１ 隣接 8セルの傾斜角値 
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図４－２ 地点 1周辺の地形図（2016 年 1月） 
 
 
 
図４－３ 地点 1周辺の傾斜角 
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図４－４ 地点 1周辺の空中写真（1978 年 1 月） 
 
 
 
図４－５ 地点 1周辺の衛星写真（2016 年 1 月） 
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４－１－２ 地点２の検証 
 
 地点 2（保土ケ谷区狩場町・狩場 IC 付近）は，保土ケ谷区にある首都高速道路狩場線狩
場 IC と国道 1 号線をつなぐ連絡道路に沿うように走る側道上にある．南北に走る側道の東
側の土地で，側道西側は高速道路の高架でコンクリートの絶壁になっており，東側は住宅
が並び，さらに東側は高台となっている． 
 図４－６に地点 2 セルと，隣接する 8 セルの傾斜角値を示す．東側 3 セルが中央セル値
と比べて値が大きい． 
 図４－７，図４－８に地点 2 周辺の地形図および傾斜角コンター図をそれぞれ示す． 
 図４－７の地形図からは特に目立った斜面の検討はできないが，図４－８に示した傾斜
角コンター図を見ると，住宅街に尾根を作るように，高い傾斜角を示す黒色のセルが並ん
でいることが分かる． 
 図４－９，図４－１０に地点 2 周辺の空中写真，衛星写真をそれぞれ示す．空中写真の
撮影日は 1988 年 10 月である．これら 2 つの写真からも，崖地のような地形の判断はでき
なかったため，Google ストリートビューを用いて地点 2 周辺の地形を確認した． 
 図４－１１は，地点 2 から南方向を撮影したストリートビューである．右側（西側）を
連絡道路の高架が走っている．図４－１２は，地点 2 から東方向を撮影したものである．
図４－１２から分かる通り，標高に急激な差があり，付近一帯が急傾斜地であった． 
 これより，地点 2 に関しては，側道の標高から傾斜角が算出され低い値になったものの，
実際には崖地が迫っている地形であることが確かめられた． 
 実際に ArcMap で標高を確認したところ，地点 2 と崖地の上を比較すると，13 m の標高
差があった． 
 
 
 
 
 
 
 
1.03 1.0 1.48 
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図４－６ 隣接 8セルの傾斜角値 
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図４－７ 地点 2周辺の地形図 
 
 
 
図４－８ 地点 2周辺の傾斜角コンター図 
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図４－９ 地点 2周辺の空中写真（1988 年 10 月） 
 
 
 
図４－１０ 地点 2周辺の衛星写真（2016 年 1月） 
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図４－１１ 地点 2におけるストリートビュー（南方向） 
 
 
 
 
図４－１２ 地点 2におけるストリートビュー（東方向） 
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４－１－３ 地点３の検証 
 
 地点 3（金沢区富岡 3 丁目付近）は，京急富岡駅から 200 m の位置にあり，駅前の商店街
から一本北に外れた道路に面した住宅街の中にある．駅から近いこともあり，地点 3 周辺
には住宅や商店が密集している． 
 図４－１３に地点 3 セルと，隣接する 8 セルの傾斜角値を示す．北側 3 セルが中央セル
値と比べて値が大きい． 
 図４－１４，図４－１５に地点 3 周辺の地形図および傾斜角コンター図をそれぞれ示す． 
 図４－１４から分かるように，地点 3 の北東部には丘陵がひろがっており，南北に走る
京急線がトンネルによって丘陵を縦断している．図４－１５に示す傾斜角コンター図では，
地点 3 のすぐ北側から傾斜値が高くなっている様子が分かることから，地点 3 およびその
周辺は丘陵の南端部であることが分かる． 
 図４－１６，図４－１７に地点 3 周辺の空中写真，衛星写真をそれぞれ示す．空中写真
の撮影日は 1977 年 12 月である． 
 図４－１６と図４－１７を見比べると，地点 3 の北東部の丘陵が開発され，住宅が増え
ている様子が分かる．しかし，地点 3 について崖地あるいは高台のような急激な標高変化
が確認できなかったため，地点 2 同様にストリートビューを用いて実際の地形を確認した． 
 図４－１８，図４－１９にストリートビューを示す． 
 地点 3 は道路から少し階段を上がった先にあり，ストリートビューでは確認が困難では
あったが，住宅街の中に急な階段を確認することができ，標高差があることが分かった． 
 地点 3 における標高は 20 m であり，地点 3 から真北に 20 m の位置の標高が 30 m となっ
ていることからも，宅地の裏側に大きな標高差があることが確認できた． 
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図４－１３ 隣接 8セルの傾斜角値 
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図４－１４ 地点 3周辺の地形図 
 
 
 
図４－１５ 地点 3周辺の傾斜角コンター図 
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図４－１６ 地点 3周辺の空中写真（1977 年 12 月） 
 
 
図４－１７ 地点 3周辺の衛星写真（2016 年 1月） 
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図４－１８ 地点 3付近のストリートビュー１ 
 
 
図４－１９ 地点 3付近のストリートビュー２ 
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４－１－４ 検証結果のまとめ 
 
 平坦地における土砂災害発生地点について，地点 1 から地点 3 までの検証結果によって，
宅地の裏に崖地や高台等があり大きな標高差が存在し，それらが崩壊することによって災
害が引き起こされた可能性があることが分かった． 
 本研究では，災害地点の傾斜角を抽出する際に，災害地点が存在しているセルの傾斜角
値を選択した．つまり，地点のすぐ近くに崖や高台が存在していても，その傾斜角が災害
発生地点に反映されておらず，平坦地で災害が発生しているという結果を得た． 
 そこで，裏手の崖や急な土手を反映させるために，災害発生地点の周囲の傾斜角を探索
できるよう，傾斜角抽出方法の再検討を行った． 
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４－２ 傾斜角抽出方法の再検討 
 
４－２－１ バッファ処理 
 
 ４－１で示した様に，本研究では土砂災害発生地点の存在するセルの傾斜角値を抽出し，
災害地点の傾斜角とした（図４－２－１）． 
 そこで，地点の周辺セルを探索対象として拡大するために，抽出方法の再検討を行った． 
 対象となる災害地点を中心としてバッファ距離を半径とする円形ポリゴンを作成し，ポ
リゴンに含まれるセル値をすべて抽出し，その中の最大値を災害地点の傾斜角値とした（バ
ッファ処理）．図４－２－２にバッファ処理のイメージ図を示す． 
 バッファ距離は，セルサイズが 12.5 m であることを考慮して，12.5 m，15 m，17.5 m，20 
m，25 m の 5 パターンで試行した． 
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図４－２－１ 災害発生地点 
 
 
 
 
 
 
図４－２－２ バッファ処理イメージ 
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４－２－２ バッファ処理結果 
 
 バッファ処理によって得られた傾斜角ごとの災害発生件数と，従来の方法での災害発生
件数の比較を行った． 
 バッファ距離に応じて，抽出セル数，平均抽出セル数は表４－２に示す様になった． 
 図４－２－３から図４－２－７に，それぞれ 5 パターンの距離で試行したバッファ処理
から得られた災害発生件数と，従来の検索方法により得られた災害発生件数を比較する棒
グラフを示す．横軸が傾斜角，縦軸が災害発生件数を示している． 
 バッファ距離が 12.5 m から 20 m については，平坦地（0～10 度）における件数が激減し，
急傾斜角（20～30 度）の件数が増加していた．また 25 m の結果は，20 m の結果と比べる
と，平坦地の件数はさほど変化せず，急傾斜地の件数が増加していることから，20 m の結
果からさらに広範囲で傾斜角を抽出し，より高い傾斜角を抽出した結果であると考えられ
る． 
 これより，表４－２に示した平均抽出セル数からも考慮して，バッファ距離を 20 m に設
定して探索を行った結果（図４－２－６）が災害地点の周囲 8 セルの値を反映しており，
宅地裏の崖地傾斜角を含めて探索するのに最適であることが分かった． 
 バッファ距離 20 m による再抽出結果から，傾斜角 15～25 度の急傾斜地で土砂災害が頻
発していることが分かった． 
 
 
 
 
 
 
表４－２ 各バッファ距離に対する抽出セル数，平均抽出セル数 
バッファ距離 抽出セル数（個） 平均抽出セル数（個） 
12.5 m 2～4 3.13 
15 m 4～6 4.49 
17.5 m 4～7 6.12 
20 m 7～9 7.95 
25 m 10～14 12.34 
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図４－２－３ 災害発生件数（バッファ距離 12.5 m） 
 
 
図４－２－４ 災害発生件数（バッファ距離 15 m） 
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図４－２－５ 災害発生件数（バッファ距離 17.5 m） 
 
 
図４－２－６ 災害発生件数（バッファ距離 20 m） 
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図４－２－７ 災害発生件数（バッファ距離 25 m） 
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４－２－３ バッファ 20 m 結果の内訳 
 
 バッファ距離を 20 m に設定した再抽出結果（図４－２－６）について，従来の傾斜角抽
出結果で色分けした棒グラフを図３－２－８に示す．横軸が傾斜角，縦軸が災害発生件数
を示している． 
 従来 0～5 度であった災害地点の半分以上が 5～10 度に反映され，従来 5～10 度であった
災害地点も半分以上が 10～15 度に反映されていることがわかる．その他の角度域について
も概ね同様の傾向があった． 
 急傾斜地（傾斜角 15 度以上）に着目すると，傾斜角 15～20 度のうち，その場所（災害
発生地点）が急（傾斜角 15 度以上）であるのは 36 %，裏山が急であるのは 64 %であり，
また傾斜角 20～25 度のうち，その場所が急（傾斜角 15 度以上）であるのは 64 %で，裏山
が急であるのは 36 %であることが分かった． 
 
 
 
 
 
 
図３－２－８ バッファ 20 m 結果の内訳 
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４－３ 降雨状況の考察 
 
 横浜市では過去 40 年間を通して，一般的に豪雨と呼ばれるような 1 時間 50 mm を超える
降雨回数は 8 回であり，経年的な増加は認められなかった． 
 そこで，15 mm/h 以上，20 mm/h 以上の強雨回数として整理し直したところ，10 年平均値
は経年的に増加傾向であることが分かった． 
 また，研究対象地域内の他の観測所として海老名，府中の観測所のデータを，豪雨地帯
として練馬，熊谷観測所のデータも集計したが、同様の結果を得た． 
 いずれの観測所の集計結果についても，15 mm/h 以上，20 mm/h 以上の強雨回数は増加傾
向であった． 
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第五章 まとめ 
 
 本研究では，神奈川県横浜市と川崎市を対象として，市街地における地形と土地利用に
ついて分析し，豪雨災害について考察を行った．標高 DEM，傾斜角メッシュ，土地利用，
土砂災害発生地点の関係性を，GIS を用いて空間解析し傾斜角値を基に整理した．また過去
40 年間の降雨状況について整理し，空間解析結果と合わせ，都市における豪雨災害の今後
の見通しについて考察した． 
 
（１）傾斜角と地形，土地利用変化の対応 
 標高 DEM データから GIS を用いて傾斜角を算出した． 
 次に，土地利用の経年変化として，30 年間にわたる土地利用データを傾斜角ごとに整理
し，斜面における宅地開発状況を考察した．その結果，すべての傾斜角において，建物用
地面積が増加している一方で，森林・農地面積が減少している結果を得た． 
 特に傾斜角の小さい 0～10 度の平坦地でその傾向は顕著であり，面積割合では建物用地
が 40%から 60%に増加している一方で，森林・農地は 20%から 10%未満まで半減していた． 
 また傾斜角 20 度以上の急傾斜地では 1976 年から 2006 年にかけて宅地面積が 3 倍に増加
していた． 
 このことから，斜面地における宅地開発が明確に進行していることが示された． 
 
（２）傾斜角と災害発生地点の対応 
 過去約 30 年間にわたる土砂災害発生地点の記録を GIS に取り込み，傾斜角ごとに分類を
行った．また，発生地点における土地利用種別情報を抽出し，土地利用実態も分析した． 
 その結果，0～20 度の平坦地での災害件数が突出して多く，最も件数が多かったのは傾斜
角が 5～10 度の範囲であった．5～10 度の範囲での土地利用はどの年代でも建物用地の割合
が最も高く，したがって宅地や宅地そばで発生した土砂災害が多いことが推察された． 
 
（３）傾斜角抽出方法の再検討 
 本研究では平坦地での災害件数が多い結果を得た． 
 しかし，多くの災害発生地点は平坦地にあり，実際に地形を確認した結果，すぐそばに
崖地等の急傾斜が存在していることが確認された． 
 そこで，災害地点における傾斜角抽出方法の再検討として，バッファ処理による傾斜角
探索範囲の拡大を行った．その結果，土砂災害は傾斜角 15～25 度の範囲に集中している結
果が得られた．また，そのうちその場所が急である（15～25 度）のは 51 %であり，裏山が
急であるのは 49 %であった． 
 
 
112 
 
（４）降雨状況のまとめ 
 過去 40 年間における気象庁アメダス雨量記録を整理し，日ごとの最大時間雨量を整理し
た．その結果，一般的に集中豪雨と言われ，土砂災害発生の危険性が急増する時間雨量 50 mm
以上の豪雨は過去 40 年間中 8 回であり，経年的な増加は認められなかった（横浜）．しか
し，時間雨量 15 mm 以上の強雨回数として整理しなおすと，1976 年～1985 年は 5.7 回／年，
2006 年～2015 年は 10.3 回／年と経年的な増加傾向が認められ，2000 年頃を境にして強雨
回数が増加していることがわかった． 
 また，研究対象地近傍の観測所（海老名，府中）についても同様の結果を得られた． 
 さらに，豪雨地帯として，練馬・熊谷観測所のデータを集計したが，15 mm/h 以上の降雨
回数はいずれの観測所よりも横浜の方が多かった． 
 
（５）研究のまとめ 
 横浜市・川崎市では，傾斜角によらず宅地開発は経年的に進行しており，急傾斜地の宅
地増加率が最も高かった．また 15～25 度の斜面，もしくは裏山での崩壊件数が最も多かっ
た．雨量に関しては，いわゆる 50 mm/h 以上のゲリラ豪雨はそれほど発生していないが，
15 mm/h 以上の強雨回数として整理し直すと，経年的に増加傾向であった．斜面開発により
土砂災害は多く発生している． 
 これらのことから，今後地球温暖化等の影響によりゲリラ豪雨が首都圏南部でも増加す
るようになれば，さらに災害の危険性が増す可能性があると考えられる． 
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